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<講演要旨＞

ニュージーランドの教育制度

中西麻美子

(ニュージーランド大使館商務部留学担当）

(1)ニュージーランドの教育制度の概要

ニュージーランドの教育制度はイギリスのものを取り入れており、義務教育は６歳

～１６歳、PrimarySchoolは５歳～１２歳までの８年間となっている。また、中等教

育は、１３歳～１８歳までの５年間となり、そのうちＹｅａｒ９と１０にあたる１３歳、１４歳、

の２年間を、別にIntermediateSchoolとして設置している地域もある。これは、

人口の多少によるもので、オークランドのような都会で人口の多い地域では、Pri‐

ｍary，Intermediate，SecondarySchoolと分け、人口の少ない地域ではそれら

をＡｒｅａSchoolとしてひとつにまとめている。また、僻地では、Correspondence

Schoolと呼ばれる国立の通信教育機関もある。

教育制度の内容には非常に柔軟性があり、学年というよりも年齢、学力で分けると

いうスタイルをとっており、それが教育制度を複雑化させている面も見られる。

1980年代に、政府により規制緩和政策がとられ、教育委員会が廃止され、運営は各

学校に任されるようになった。校長先生、ＰＴＡ代表、学生代表、地域代表者からな

る学校運営理事会により教育方針が決められている。従って、留学生受入体制も各学

校により全く異なり、教育省は、ガイドラインのみを定め、授業の進め方やプログラ

ム等は各学校の理事会が決めているため、日本側から見るとやはりわかりにくい場合

が多い。

学校数については、幼児機関が4,000校、Intermediateを含むPrimarySchool

は約2,200校、SecondarySchoolが約350校、SpecialSchool(障害者のための)が

46校、国立大学が８校、Polytechnicsが23校となっている。高等教育については、

Universityと呼ばれるのは国立大学８校のみで、他はCollegeと呼ばれている。一

方、中等教育機関にもCollegeと呼ばれるものはあるが、いずれも日本の短期大学で

はないということに注意したい。ニュージーランドでは、国立大学は元々単科大学で

あったものが総合大学へと移行したものがほとんどなので、元の専門分野を得意とす

るのが特徴である。オタゴ大学は医学、カンタベリーは森林学や工学等となっており、

各大学間に偏差値・学力の差はなく、レベルは同じと考えて良い。大学もまた、各々
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が、カウンシルと呼ばれる運営理事会を持っており、プログラム等を決定する権利を

持つ。大学以外の国立高等教育機関としてPolytechnicsというのがあり、国立の技

術修得機関となっていて、大学が研究やアカデミックな部分を特徴とするのに対し、

Polytechnicsは、社会人として役立つスキルを学び、実習を中心としている。地

元の商工会議所との連携もあり、大学への編入、共同作業等も行われている。次に、

CollegeofEducationと呼ばれる教育養成機関が６校あり、独立したCollegeof

Educationが４校、大学の教育学部が２校である。Diplomaを取得した後、Ｔeach‐

er'ｓCouncilに登録、教師となる。その他、私立学校が８００校あり、国立教育審査

局の審査により、一定の水準に達しているかをチェックし、留学生受け入れ校も決定

されている。

(2)ニュージーランドの留学生受け入れ状況

昨年で留学生数は、２８，０００人。現在はアジアからが主流となっているが、ロシア、

ブラジル、スイス、イギリス、ドイツまたは南太平洋からも増加しつつある。日本か

らは長期留学生が、１万人強となっており、全体数の約３分の１を占めている。留学

資料室のアンケート結果によれば、留学生としてニュージーランドを選んだ理由の第

一位は美しい自然環境、第二位は治安の良さ、第三位は安い学費となっており、正規

留学としてのリピーターも多い。

私費留学がスタートしたのは１９９０年でニュージーランドEducationlnternational

を設立し、留学内容を現地語で無料配付等を行っている。また、教育省内にも苦情委

員会があり、学校内で解決できない問題等は、こちらで受け付けている。各学校内に

も、インターナショナルオフィスやホームステイコーディネーターなどが常勤してお

り、留学生受入れ体制が整っている。また、ホームステイ先の訪問などもしつつ、一

定の水準を保つよう、積極的に活動している。

入学条件の中で最も重要となるのは、英語力の問題であり、ＴＯＥＦＬ500点、ＩＥＬＴＳ

６,0が条件となっている。ただ、日本の高校卒業後にすぐの入学というのは教育システム

などの違いから困難が生じるため、FoundationCourse（1年間)を設け、そちらで授

業の受け方等の指導があり、本科へ移るということになっている。

ただ、FoundationCourseでもＴＯＥＦＬ５００点は必要なため、その前の１年間を語

学センターへ通うとすると、プラス２年が必要となる。

SecondarySchoolでは、過去の成績や推薦状が必要となるが特に英語力は問われ

ない。ＥＳＬ(留学生のための英語クラス)や補習授業等も行われているので、無理のな

いプログラムが組まれており、あとは本人のやる気次第とも言える。ただし、留学生
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の枠があり、その中でも日本人枠、アメリカ人枠などがある。

姉妹校の方も、１９９７年１０月現在で１０８校、現在はさらに増加している。修学旅行

セミナーとして東京、名古屋、大阪、福岡でプロモーションを行った。

留学促進活動としては、留学資料室でパンフレット等を設置しているが、カウンセ

リングは行われていないので、直接現地の学校へ問い合わせてほしい。留学代行業者

(エージェント）の紹介も行っている。

[テープ書き取り・文責武藤・梅沢］
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<論文〉

シドニー大学創設に関する比較史的考察

一イギリス大学モデルの交錯－

杉本和弘

（日本学術振興会特別研究員）

はじめに

シドニー・コーヴに入植が始まって６２年後の１８５０年、ニューサウスウェールズ植

民地にオーストラリア初の大学としてシドニー大学が創設された。この大学創設まで

に要した６０年という歳月が短かったのか否かについては評価の分かれるところだが、

オーストラリアに「大学」という最高レベルの教育機関が誕生したという事実がオー

ストラリア近代史における特筆すべき出来事の一つであったことは間違いない。

現在各国に存在する「近代大学制度」は、基本的に西洋型の大学モデルから派生し

西洋的大学理念と深く結びついたものであると同時に、それぞれの社会経済的あるい

は文化的文脈の中で独自に発展してきた')。近代において世界的に影響力をもった大

学モデルにはドイツ、イギリス、アメリカの各大学モデルがあるが、オーストラリア

についてみれば、戦前期の「大学」は当時の緊密な英豪関係の中でイギリス大学の影

響を受けて創設されている。

それゆえ、戦前期オーストラリアの大学創設過程を歴史的に位置づけその特徴を明

らかにするには、イギリスとオーストラリア（植民地）との教育面での関係に着目し

た比較史的分析が欠かせない。そこで本稿は、オーストラリアに初めて誕生したシド

ニー大学創設の背景及び過程を、イギリス大学モデルの受容と変容という視点から跡

づけることによって、シドニー大学がいかなる性格の大学として創設されるに至った

のかを明らかにすることを目的とするものである。

１．１９世紀のイギリス大学モデル

大学制度の生態学的考察で知られるアシュビー（Ｅ・Ashｂｙ）は、「大学制度」が

新たな国へ伝播していった歴史的現象を「波」に職えて分類している。それによれば、

時代順に①ヨーロッパ大陸に大学制度が広がった１５世紀の波、②大西洋を渡って新世

界アメリカに高等教育がもたらされた１６，１７世紀の波、③非キリスト教社会の伝統

的教育機関に代わり、初めて西洋的大学が創設された１９世紀の波、そして④大学が世

界各国に伝播した２０世紀後半の波、の４つの「波」が存在した2)。なかでも第三の波

-4-



がピークを迎えるのは１８５０年代であり、アシュビーが述べる通り、オーストラリア

の大学の起源を明らかにするにはこの三つ目の「波」に注目する必要がある。

さて、アシュビーによれば、１８５０年代の英植民地に大学制度が移植される際、そ

れはできる限りイギリス・モデルであるべきだとされ、輸出類型としてイギリスには

５つの「属（genus）」が存在していたとされる。すなわち、①オクスフオード大学、

ケンブリッジ大学、トリニティ・カレッジ（ダブリン）、②ロンドン大学、クイーン

ズ大学（アイルランド）、③グラム大学、④オーウェンズ・カレッジ（マンチェス

ター）、⑤スコットランドの４大学（セント・アンドリューズ、グラスゴー、アバデ

イーン、エディンバラ）である。しかし以上の5つの属の中で、１９世紀半ばにアイル

ランドやインドなどの英植民地に大学が創設される際の移植モデルとして採用された

のはロンドン大学モデルであった3)。

５類型の中で、特にオクスフォード大学及びケンブリッジ大学（オクスブリッジ）

に代表される伝統型は、海外の新大学モデルには不適当であると見なされた。それは、

１９世紀半ばまでのオクスブリッジが依然として宗教審査を実施して英国教徒子弟の

みに入学を制限する一方、「支配階級の子弟のための、また牧師や高級官僚のための

最終学校4)」として教養教育（liberaleducation）によるジェントルマン養成を目的

とする機関であり続けていたからである。また、学生数が少なく未熟な教育機関であ

ったグラム大学（１８３２年創立）やオーウェンズ・カレッジ（１８５１年創立）、そして

運営形態やカリキュラムの近代化が遅れていたスコットランドの４大学も移植モデル

には選ばれなかった5）。

それに対し、ロンドン大学は、産業革命を経てイギリスに登場した産業ブルジョワ

ジー層からの要求一すなわち、大学の世俗化とカリキュラムの近代化一を背景に創設

された新しい大学であった6)。その特徴は、第一に、国教主義を排し非国教徒にも門

戸を開く大学であった（特にユニヴァーシティ・カレッジ）。第二に、古典学や数学

だけでなく、実験科学・経済学・近代史等の近代諸科を教授し、近代産業に携わる新

興専門職を養成する「専門職業教育」をも実施することによって社会的に有用な大学

たることを目指した。第三に、「ユニヴァーシテイ」はあくまで試験を実施し学位を

授与する機関とされ、教育は提携関係にある複数の「カレッジ」において実施された。

つまり、「ユニヴァーシティ」と「カレッジ」とが緩やかな連合体として結ばれる運

営形態を特徴としていた7)。

こうした「非宗派性」、「近代科目教授」、「試験・学位授与機関としてのユニヴ

ァーシティ」の三つの要素を柱とするロンドン大学モデルは、当時の英連邦諸国の諸

大学にとっての「里親（foster-mother）」あるいは「原型（prototype）」となっ
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た8)。シドニー大学創設においてもロンドン大学モデルが参照されている。しかし同

時に、大学創設の初期の時点を「モデル選択」という視点で見ると、シドニー大学は、

１８５０年代の改革を経て近代大学へと変化し始めた「オクスブリッジ」に依拠する大

学モデルの影響も強く受けていることがわかる。結論を先取りして言えば、シドニー

大学はこれら２つのイギリス大学モデル（アシュビーが言うところの①及び②）の影

響が交錯する中で誕生したのである。

そこでまず、シドニー大学におけるイギリス大学モデルの移植プロセスを考察する

にあたって、その前史となる１９世紀前半における植民地社会がいかなる教育状況にあ

ったのか、中等教育の発展経緯（入植期から１９世紀半ばまで）を見ておきたい。

２．シドニー大学創設の背景と経緯

（１）植民地社会における教育の展開

入植（１７８８年）からシドニー大学創設までのニューサウスウェールズ植民地にお

ける教育状況は大きな展開を見せなかったと言われる9)。確かに、植民地建設の過酷

さゆえに教育整備は滞りがちであり、場当たり的な対応が取られることも少なくなか

った。しかしその一方で、１９世紀に入ると、以下に見るような教育発展が見られたこ

とも事実である。

第３代キング総督（P.Ｇ､King,在任期間：１８００－０６年）が教育資金の確保を目的

に関税を導入するなど、１９世紀初頭は歴代総督の行う教育施策によって「孤児院」や

「慈善学校」（無償の公営初等学校）が誕生し、１８１５年ごろまでには「初等学校」

「日曜学校」「夜間学校」「私営学校」「寄宿学校」「母親・家庭教師による家庭教

育」といった当時イギリスに存在した教育制度・実践も見られるようになった。当時

は、下層階級子弟のための初等教育を公営学校や公的助成を受けた英国国教会等の各

宗派立学校が担い、上流階級（役人・軍人・富裕商人など）や中流階級の子弟には近

代的で商業科目（英語・簿記・数学）を教える私営学校－多くの場合、アカデミーと

呼ばれた一が存在していた。その一方で、十分な古典教育が期待できないとみた一部

の上流階級は、子弟らに家庭教師をつけたりイギリスに送って教育を受けさせたりす

ることもあった10)。

さらに、第５代総督マックォーリー（Ｌ・Macquarie,在任期間：１８１０－２１年）の時

代になると、古典科目を教える中等教育機関が登場した。１８１２年、フルトン師（Ｈ・

Ｆｕｌｔｏｎ）によってアカデミーが開かれ、ラテン語・ギリシャ語・フランス語・英語

・作文・数学が教授されている。さらに、１８１９年にはハロラン（Ｌ・Halloran）が

シドニーに古典・数学・商業英語を教えるアカデミーを設立している。

-6‐



しかし、アカデミックな中等教育機関創設が本格的に進んだのは自由移民の増加と

ともに植民地経済が発展の兆しを見せ始めた１８３０年代である。１８３１年、長老派のラ

ング師（』.Ｄ･Lang）によって「オーストラリアン・カレッジ（AustralianCollege）」

が設立され、古典教育の他に商業科目が教授された。翌１８３２年には英国国教会のブ

ロウトン大執事（Ｗ､GBroughton）によってシドニーとパラマッタに「キングズ・

スクール（ＴｈｅKing'ｓSchool）」が、１８３５年には非宗派の共同学校（カウンシル

によって管理運営された学校）として「シドニー・カレッジ（SydneyCollege）」

が設立された。さらに、１８３７年にはポールディング司教（ＪＢ､Polding）がカトリ

ックの中等学校「セント・メアリーズ・セミナリー（ＳｔＭａｒｙ'sSeminary）」を開

校している'１)。

こうした中等教育機関は１８４０年代に入って景気が後退すると、困難な学校運営を

強いられ学校の閉鎖と再開を繰り返すことになる。例えば、シドニー・カレッジは経

済停滞期に生徒数が約３分の１も減少し、１８４７年には閉鎖されるに至った。翌年に

は再開されたものの、財政問題や他の問題を抱えたままでの不安定な学校運営を余儀

なくされた１２)。こうした事情ゆえに、シドニー大学が創設された１９世紀半ばになって

も十分に質の高い中等教育機関は不足した状態にあり、その意味では植民地に大学を

創設することはいささか時期尚早であったと言える。

（２）シドニー大学創設の経緯

このように、１９世紀半ばまでの教育は大学創設を要請するほど十全に発展してい

たわけではない。その意味で、シドニー大学創設は植民地社会からの教育需要がもた

らした結果というよりも一部の関係者らの政治的意図や個人的熱意に負うところが大

きく、そうした人々のまさに「アイデアの産物13)」であった。なかでもシドニー大学

創立の父といわれるウェントワース（Ｗ．Ｃ．Ｗｅｎｔworth）は、１９世紀半ばの植民地

社会において政治家として指導力を発揮し、大学創設そのものが「ウェントワースの

個人的イニシアティブの結果'4)」であると評されるほどに重要な役割を果たしている。

シドニー大学の創設は、先述のシドニー・カレッジの理事ら（proprietors）が

１８４９年、ニューサウスウェールズ立法議会（LegislativeCouncil）に同カレッジ

の「大学」への昇格を求める請願を提出したことに始まる。他のカレッジと生徒穫得

競争を繰り広げて厳しい財政状況にあった同校は、学校再建に向けて新たな方策を模

索するなかで大学昇格に活路を見出そうとしたのである。

この請願を受け、同年９月６日ウェントワースは立法議会において、「文芸と科学

の促進を目的に、公費で賄われる大学創設の最善策」について調査報告を行う特別委
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員会の設置を求める建議を行った。そしてウェントワースを委員長に８人から構成さ

れた特別委員会は９月２１日、ウェントワースの手になる報告書を提出し、大学創設

の必要性を訴えた。さらに１０月２日、ウェントワースによって「シドニー大学設置

助成法案（ABilltolncorporateandEndowaUniversitytobecalled'The

UniversityofSydney'）」が立法議会に提出された。しかし、同法案が実際に議

会を通過するのは翌年（1850年）９月２４日のことである。そしてフィッツロイ総督

（CFitzRoy）による裁可を得て「シドニー大学設置助成法（ＴｈｅＡｃｔｔｏｌｎｃｏｒ‐

ｐｏｒａｔｅａｎｄＥｎｄｏｗｔｈｅＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙｏｆＳydney）」が成立したのは１０月１日で

あり、実際に授業が開始されたのは１８５２年に入ってからであった。

３．大学モデルの交錯

（１）「ロンドン大学モデル」からの出発

では、シドニー大学はいかなる性格の大学となることが目指されたのだろうか。以

下では、二つのイギリス大学モデルの視点から大学創設期にいかなる大学像が模索さ

れたのかを考察したい。

ウェントワースは、「シドニー大学設置助成法案（ABilltolncorporateand

EndowaUniversitytobecalled′ＴｈｅＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙｏｆＳｙｄｎｅｙ'）」の第二読

会（１８４９年１０月４日）において、同法案が「ロンドン大学設置法案に由来したもの

である」ことを明らかにしている。ウェントワース自身は１８２０年代初めにケンブリ

ッジ大学で学んだ経験を有していたが、大学創設に際して依拠したのは「オクスブリ

ッジ･モデル」ではなかった。あらゆる階級・宗派の子弟に開かれた「国民教育（Ｎａ‐

tionalEducation）」の確立を理想とするウェントワースにとって、植民地社会に

創設される「大学」は、宗教的に閉鎖的でエリート主義のオクスブリッジ・モデルで

はなく、特定の宗派（特に国教会）に縛られないロンドン大学モデルであるべきだっ

た。

先述の『特別委員会報告』（1849年９月）には、「大学」が「自由で幅広い基盤」

の上に創設され「いかなる宗教宗派にも属さず宗教審査も要求しない」ことによって

「あらゆる階級、あらゆるカレッジや学術機関にとってアクセス可能」な機関となる

べきことが明記されている'5)。同報告はまた、「古典学」「数学」「化学」のほか、

「自然史」「実験哲学」「土木工学」「解剖学」「生理学」「医学」、さらに「現代

史」「政治経済」「現代諸語」といった諸領域の講座（chair）を設置し、カリキュ

ラムを近代諸科にまで広げる必要を示している。こうした点に、創設初期のシドニー

大学がすべての宗派に開かれ近代科目が教授されたロンドン大学モデルに基づく機関
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として構想された事実を見ることができる。

しかしながら、「ロンドン大学モデル」のあらゆる要素がそのままに移植されたわ

けではない。『特別委員会報告』や「設置法案」をめぐって議論が重ねられ、さらに

大学評議会（Senate）が設置されて大学像が摸索されるなか（１８４９－５２年）で、シ

ドニー大学とロンドン大学の間には次のような決定的な差異（モデルの修正）が見ら

れるようになったからである。

第一に、ユニヴァーシティが当初から「試験・学位授与機関」としてだけでなく「教

育機関」としても位置づけられている点である。先の『報告』においても「設置法案」

においても、ユニヴァーシティが教育機関となることが想定された。さらに評議会が

設置されると、植民地にユニヴァーシテイと提携するに適切な質の高いカレッジが不

足していることを理由に、ユニヴァーシティ（評議会）自らが附属の非宗派カレッジ

ーユニヴァーシティ・カレッジ（UniversityCollege）－を設置して教育活動を充

実させることが決定された。

これらの点はしかし、試験・学位授与機関としての「ユニヴァーシティ」と教育機

関としての「カレッジ」が提携することを基本とするロンドン大学モデルとの決定的

なズレを意味するものであった。

第二に、評議会から宗教人が排除された点が挙げられる。確かに、ロンドン大学は

宗派主義をとらない「ユニヴァーシティ・カレッジ」を有していたが、他方で国教会

によって「キングズ・カレッジ」も創設され、「大学」の評議会にも聖職者が加わる

など宗教色がすべからく排除されたわけではなかった。しかし、特定宗派による教育

支配によって国民に開かれた高等教育の確立が妨げられることを危’倶したウェントワ

ースは、「大学」からの一切の宗教色排除を目指そうとしたのである'6)。

第三に、伝統的な「教養教育」重視のカリキュラムにプライオリティが置かれた

ことである。イギリス伝統大学出身者が多く占めた評議会によって最初に文理学部

（FacultyofArts）の設置が決定され、「教養教育」の充実が図られた。その一方

で、法学や医学などの専門学部が設置されるに至るまでには結局３０年余りの歳月を

要することになった。

このように、シドニー大学は当初「ロンドン大学モデル」を継承した機関として創

設されるべく構想されながらも、当時の植民地における社会的制約や評議会のエリー

ト志向が影響してロンドン・モデルとの差異が生じることとなった。さらに次に見る

ように、イギリスから３人の教授たちが招聡されると、シドニー大学は新たなモデル

ー改革後の「オクスブリッジ・モデル」－に沿って方向づけられることとなった。
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（２）「オクスブリッジ・モデル」の影響

シドニーにおいて大学創設が論議された１８５０年代、イギリスにおいてはオクスブ

リツジに本格的な改革一近代大学への転換一の波が迫っていた。シドニー大学には改

革後の「オクスブリッジ・モデル」の影響が反映されている。前述のとおり、１９世

紀初めのオクスブリッジは非国教徒に門戸を閉ざす国教主義と、教養教育によるジェ

ントルマン養成に基づく閉鎖的な体制下にあった。また、その運営は伝統的にカレッ

ジの学寮長らからなる寡頭集団によって支配され、学生に対する教育もカレッジのチ

ユートリアル・システムの下でフェローによって担われていた。つまり、「ユニヴァ

ーシテイ」やその「教授（プロフェッサー）」が大学運営や教育活動に関わることは

ないに等しかった。

しかし、１９世紀に入ると危機感を抱いた大学人らが自己改革の試みを開始する。

フェローの選抜方法の改革、教授方法や試験制度の改善が進み、１８０２年にはオクス

フォード大学で優等学位試験制度（オナー制）が開始された１７)。さらに、１８３０年代

のハミルトン卿による批判を端緒とする一連の改革18)以降、オクスブリッジの世俗化

・近代化が進められることとなる。１８５０年８月ラッセル首相（J・Russell）が組織

した勅定委員会による大学調査は、オクスフオード大学法（１８５４年）およびケンブ

リッジ大学法（１８５６年）として結実し、大学宗教審査法（１８７１年）における宗教審

査廃止によって中流階級の非国教徒にも門戸が開放されていった１９)。また、教養教育

だけでなく近代的な専門職業教育も実施するに至り、１９世紀後半には政治家・官僚・

植民地行政官・法曹家・医師・学校教師といった知的専門職や行政官吏職の分野に学

生を輩出するようになる。

こうして１９世紀半ばから後半にかけて本格的に始まったオクスブリッジ改革は、

「カレッジとユニヴァーシティとの然るべき均衡20)」の回復を目指すものであった。

すなわち、カレッジ学寮長の寡頭支配を排して大学運営を民主化し、ユニヴァーシテイ

の教授組織を充実させ、研究・教育組織として学部（faculty）を創設することによ

って「ユニヴァーシティの復権」を達成していったのである21)。

こうしたオクスブリッジ改革の最新動向を１９世紀半ばのシドニーにもたらしたの

は、イギリスからシドニー大学に赴任した３人の初代教授たちである。評議会の依頼

を受けた英国選考委員会は、古典学の講座主任にオクスフオード大学ユニヴアーシテイ

・カレッジのフェローを務めた経験を有するウリー（J,woolley）を選出した。さら

に、数学講座には１８４９年のケンブリッジ数学優等学位試験（トライポス制）におい

て首席一級合格者（wrangler）となり、ケンブリッジ大学セント・ジョンズ・カレ

ッジのフェローを務めていたペル（Ｍ,Ｂ､Pell）が、化学・実験物理講座にはスコッ
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トランド・アバディーン大学のマーシヤル･カレッジ（MarischalCollege）で化学

講師の職にあったＪ・スミス（J､Smith）が選出されている22)。

１８５２年７月シドニーに到着したウリ一らは、シドニー大学の性格をロンドン大学

モデルからさらに禾離させることとなった。なかでもウリ-23)は、シドニー大学に改

革後の「オクスブリッジ・モデル」的要素を加えるのに重要な役割を果たしている。

ウリーは、英国滞在中から懇意であったオクスフオード大学委員会（OxfordUniver‐

sityCommission；大学改革を推進するために１８５０年に設置された）のスタンリー

（Ａ,P・Stanley）を通して当時の英国大学改革動向に精通しており、シドニー到着か

ら大学開校式（１８５２年１０月）に至るまでの数ヶ月間、その豊富な知識をもとにシド

ニー大学のあり方を再構築し、新たな方向性を示すうえで中心的役割を担ったのであ

る24)。

アシュビーによれば、ウリーをはじめとする初代教授が「学術的先駆者（academ‐

iCpiOneerS）」として果たした役割は以下のとおり三点にまとめることができる25)。

第一に、「ユニヴァーシティ」を、試験・学位授与機関としてだけでなく、教育機

関としても明確に位置づけたことである。先述のとおり、１８５２年当時シドニー大学

では「ユニヴァーシティ・カレッジ」が教育を担当する機関とされ、ウリ一らの肩書

もそれに合わせて「ユニヴァーシティ・カレッジ教授」とされていた。ウリ一らはこ

れに異議を唱え、自らが「ユニヴァーシティの教授」として講義を行うとともに、そ

の講義には提携カレッジの入学生（matriculatedstudents）全員が出席すべきで

あると主張した。ウリーは、「カレッジ」がチュートリアル・システム（個人指導制）

を通して教育上の全責任を担う制度に批判的であり、それゆえ「ユニヴァーシテイの

復権」を目指して進められていたオクスブリッジ改革を高く評価していたのである。

こうして、ウリーによってシドニー大学は教育を担い試験・学位授与を行う「ユニヴ

アーシティ」を中心とする機関へと方向づけられたのである26)。

第二に、大学評議会への教授陣の参画を認めないロンドン大学方式の運営形態に対

する改革が進められた。改革への動きに対しては評議員らから異議が申し立てられた

ものの、政策決定過程への参画を求めるウリーらの粘り強い主張は１８６１年のシドニ

ー大学設置法の改正をもたらした。６人の教授代表者が評議会に参画する道が開かれ

るとともに、評議員選挙における全教授陣の投票権が認められたのである。これによ

ってさらにロンドン大学的性格が失われることとなった。

第三に、カリキュラムに与えた影響がある。教授らは、エディンバラ、ケンブリッ

ジ、ダブリンにおいて教育を受けた経験を有していたこともあり、教養教育（liberal

education）を理想とするとともに、植民地社会に見られる実利主義志向は克服され

－１１‐



るべきだと見なしていた。だからこそ、ウリ一らは文理学部を設置して教養教育を重

視する方針を示していた評議会の姿勢を支持したのである。

とりわけウリーは教養教育が人間の人格形成に果たす役割に高い期待を寄せていた。

ウリーは、小学校から大学に至る総合的な公教育システムの確立を理想として植民地

教育の発展に尽力したことで知られるが、そうしたあらゆるレベルの教育の中核には

教養教育が位置づけられなければならないと考えていた。ウリーにとって、教養教育

は「思考・判断の訓練」「精神秩序の発達」「広範な社会的共感能力の獲得」という

三つの面での人格形成を促すものだったからである。ウリーは、教養教育の枠組みを

広げ言語学習（linguisticstudies）、科学諸科（scientificstudies）、歴史学、

地理学、詩学を加える必要性を認める一方で、古典や数学といった伝統的科目の教育

があらゆる教育実践の中心に置かれることの意義も強く認識していた27)。

同様の傾向は、ニコルソン副学長（Vice-ProvostCharlesNicholson）が、大

学開校式において述べた「現在のあらゆる学術的訓練（academictraining）シス

テムにおいて達成されるべき偉大で卓越した目的は、古典学及び数学に関する能力の

水準を上げることにある28)」という言葉にも見ることができる。結局、教養教育分野

の教授をイギリスから迎え入れることによって、オクスフォードやケンブリッジの学

術的卓越性に由来する「威信」がシドニー大学にもたらされることを評議員達は期待

したのである。

さらに、１８５２年に実施された初の入学試験（matriculationexamination）の

シラバスにも教養教育重視の傾向を見ることができる。試験では、ギリシャ語が「ホ

メーロスの『イーリアス』第6巻」及び「クセノポンの『小アジア遠征記』第1巻」、

ラテン語が「ウェルギリウスの『アイネーシス』第1巻」及び「サルステイウスの『カ

テイリナ陰謀事件』」、そして、算術、代数学、ユークリッド幾何学の第１巻が試験

対象とされた。さらに入学後も伝統的なプログラムが続き、第一学年ではすべての学

生が古典学、数学、実験物理学・化学を学び、第二学年ではイングランド史に関する

講義が追加された。さらに、第三学年になると、古典学もしくは数学のいずれかにお

いて優等学位レベルまで学ぶことが可能であった。このように、シドニー大学はオク

スブリッジが伝統的に保持してきた教養主義的理念から教育を開始したのである。

こうして、ウリ一らがシドニーに赴任した１８５２年以降、それまでシドニーにおい

て議論され追求されていたやや不安定な「大学像」は新たな方向に導かれることとな

った。すなわち、シドニー大学では１９世紀半ばにおけるオクスブリッジの革新性（ユ

ニヴァーシティの復権）と伝統性（教養教育の重視）がともに推進されたのである。
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おわりに

ジョーンズ（，.Ｒ・Jones）によれば、一般に、ある社会から別の社会に「大学モ

デル」が伝えられる際、必ずしも原型モデルがそのまま移植されるわけではない。「大

学モデル」は多様な構成要素からなるが、そのうちのどれが輸出あるいは輸入される

のかはそれに関与する人々の主観（期待）によるところが大きいからである。それゆ

え、モデル移植過程では様々に取捨選択が行われ、さらにモデルの定着には時間を要

することもあって原型モデルに修正が加えられることが少なくない29)。アシユビーの

言葉を借りれば、個々の大学独自の特性－特にその同質性と異質性一はモデルに直接

由来する「特性（nature）」と各機関の置かれた「環境（nurture）」との相互作

用によって形成されるのである30)。

本稿で考察したように、シドニー大学創設においても、そうした「環境」的要因が

作用するなかでイギリス大学の「特性」が移植されていった。

シドニー大学は、当初こそ「ロンドン大学モデル」に基づく大学として出発したも

のの、植民地社会の制約あるいは創設関係者や評議会の意向を受けて修正が図られて

いった。さらに、イギリスから赴任したウリーらによって１８５０年代に改革されつつ

あった「オクスブリッジ・モデル」の受容が進められた。こうしてオーストラリア初

の大学は、特に「ユニヴァーシティ」が教育機能を担うという点で１９世紀イギリス

における最新の大学改革の成果を継承する一方、教育内容が教養教育中心であったと

いう点ではイギリス大学の伝統的エトスを内面化して誕生した。

しかしそれゆえに、シドニー大学はその後長きにわたり植民地社会からの実利主義

的な要請に応えられないまま、社会の周縁的な位置に甘んじることとなったと言わざ

るを得ない。そうした戦前期社会と大学との関係については稿を改めて考察したい。
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２Ａｓｈｂｙ，Ｅ､，Universities：British,．Ｉｎｄｉａｎ，African？ＡＳｔｕｄｙｉｎｔｈｅＥｃｏｌｏｇｙ

ｏｆＨｉｇｈｅｒＥｄｕｃａｔｉｏｎ，Ｌｏｎｄｏｎ：Ｗｅｉｄｅｎｆｅｌｄ＆Ｎｉｃｏｌｓｏｎ，１９６６，ｐ､１９．

３１ｂｉｄ・ｐｐ､２０－２１．

４ヴイヴイアン．Ｈ,Ｈグリーン（安原義仁・成定薫訳）『イギリスの大学－その歴史

と生態』（法政大学出版会）、１９９４年、１１７頁。

５Ａｓｈｂｙ，ｏｐ・Cit.，ｐｐ､２０－２３．

６ロンドン大学創設への動きは、キヤンベル（Ｔ・Campbell）が１８２５年タイムズ誌

上で行った提案を噴矢とする。キャンベルの新大学構想は自らが学んだスコットラン
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ドのグラスゴー大学や当時の進んだドイツ大学をモデルとしていた。これが、学寮制

をとらず、宗教審査を実施せず、近代諸科の教育を行う「ユニヴァーシティ・カレッ

ジ」の誕生（１８２７年）に結実した。しかし、この「神なきカレッジ」に対抗して宗

教教育を行う「キングズ・カレッジ」が国教会によって１８３１年に設立された。１８３６

年、両カレッジ出身者に対する試験及び学位授与機関として「ロンドン大学」が設立

勅許状（RoyalCharter）を授与された（グリーン、前掲書、１１９－１２４頁）。

７大学組織を構成する「ユニヴァーシテイ」と「カレッジ」はそれぞれに異なる機

能を担う機関として存在した。ロンドン大学や１９世紀半ばまでのオクスブリッジに

おいて、「ユニヴァーシティ」は学位取得候補者に対して試験を実施し学位を授与す

る機関であったのに対し、「カレッジ」は教育活動を担う機関であった。特にオクス

ブリッジにおいては、長い歴史を経て「カレッジ」が大学運営をも主導するようにな

っていたが、後述するように、１９世紀半ばに始まる改革を通して教育・研究・管理

運営を担う機関として「ユニヴァーシテイ」の復権が図られることになった。

８Ａｓｈｂｙ，Ｅ､，‐ＴｈｅＤｉｖｅｒｓｉｔｙｏｆＵｎｉｖｅｒｓｉｔｉｅｓｉｎｔｈｅＣｏｍｍｏｎｗｅａｌｔｈ'，The

AustralianUniversity2(1)，１９６４，ｐ､１．

９Ｔｕｒｎｅｙ，Ｃ､，Ｂｙｇｏｔｔ，Ｕ・＆Ｃｈｉｐｐｅｎｄａｌｅ，Ｐ.，Australia'ｓFirst：ＡＨｉｓｔｏｒｙｏｆ

ｔｈｅＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙｏｆＳｙｄｎｅｙ，Ｖｏｌ､’１８５０－１９３９，Ｓｙｄｎｅｙ：Ｈａｌｅ＆Ｉｒｅｍｏｎｇｅｒ，

１９９１，ｐ､１５．

１０Ｂａｒｃａｎ，Ａ､，ＴｗｏＣｅｎｔｕｒｉｅｓｏｆＥｄｕｃａｔｉｏｎｉｎＮｅｗＳｏｕｔｈＷａｌｅｓ，Ｓｙｄｎｅｙ：

NSWUPress，１９８８，ｐｐ,１１－１７．及びＡ,バーカン（笹森健監訳）『オーストラリア

教育史』（青山社）、１９９５年、１３－２１頁。

１１バーカン、前掲書、36-37,47-48頁。

１２Ｔｕｒｎｅｙｅｔａｌ・ｏｐ・Cit.，ｐｐ,２４－２５．

１３Hill，ＢＶ.，‐ＴｈｅＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙｉｎＡｕｓｔｒａｌｉａｎＴｅｒｔｉａｒｙＥｄｕｃａｔｉｏｎ'，ＴｈｅＡｕｓ‐

tralianUniversity6(1),１９６８，ｐ,１３７．

ｌ４Ｔｕｒｎｅｙｅｔａｌ・ｏｐ・Cit.,ｐ､２７．

１５１ｂｉｄ.，ｐｐ､４１，４３．

１６「評議会」は当初、首席裁判官、植民地長官、司法長官、そして立法議会推薦の

９名による計１２名のフェローから構成され、この中から学長（Provost）、副学長

（Vice-Provost）を選出するとされた。しかしその後、宗教界からの反発を受けて

４名の聖職者枠が設けられ定員が１６名に拡大された（Ｔｕｒｎｅｙｅｔａ1.1991,pp､41,51）。

１７グリーン、前掲書、63-64頁。

１８１８３０年代、ウィリアム・ハミルトン卿が『エディンバラ・レビュー』誌上にお
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いて、大学を強化し教授の役割を高めること、非国教徒に対しても入学を認めていく

必要性を提案している。また、オクスフォード内部からも、ドイツ大学を知る者たち

による批判が繰り広げられた。

１９こうした改革は、１９世紀末以降、オクスブリッジに進学する学生の社会的出自に

変化をもたらし、貴族・ジェントリー出身者や聖職者出身者が減少する一方、専門職

出身者や実業家出身者が増加している(藤井泰「近代イギリスのエリート教育システム

ーパブリック・スクールからオックスブリッジへの学歴経路」望田幸男・村岡健次監修

『エリート教育』（ミネルヴァ書房）、２３－６７頁、２００１年）。

２o安原義仁｢近代オックスフオード大学改革一装置とエートス」望田幸男・村岡健次

監修『エリート教育』（ミネルヴァ書房）、２００１年、209頁。

２１同上。

２２Ａｓｈｂｙ,ｏｐ.cit.，ｐ､３８．

２３ウリーは、赴任した１８５２年から１８６６年に亡くなるまでシドニー大学の学長(prin‐

cipal）を務め、教育問題の専門家として当時の植民地教育の発展にも力を尽くした人

物として知られる。１８６４年に一年の休暇許可を得て帰国するが、１８６６年１月オース

トラリアへの帰途、乗船していた汽船ロンドン号がビスケー湾で沈没し溺死するとい

う不幸な最期を遂げた（Simpson,Ｇ,L､,~ReverendDrJohnWooleyandHigher

Education',ｉｎＴｕｒｎｅｙ,Ｃ､（ed.),PioneersofAustralianEducation,Ｓｙｄｎｅｙ：

SydneyUniversityPress，１９６９，ｐ､８１.）。

２４Ｓｉｍｐｓｏｎ，ｏｐ・Cit.，ｐ､８３，ｐｐ､９１－９２．

２５Ａｓｈｂｙ，ｏｐ.cit.，ｐｐ､３８－４０；Ｓｉｍｐｓｏｎ，ｏｐ・Cit.，ｐｐ､８９－９５，９７－９８．

２６シドニ一大学には、１８５７年にセントポールズ・カレッジ(英国国教会)が、１８６１

年にはセントジョンズ・カレッジ（カトリック）等が設立された。

２７Ｓｉｍｐｓｏｎ，ｏｐ・Cit.，ｐ､８５．

２８Ｔｕｒｎｅｙｅｔａｌ・ｏｐ・Cit.，ｐ,７５．

２９Ｊｏｎｅｓ，，.Ｒ,，~ＮａｔｉｏｎａｌＭｏｄｅｌｓｏｆＨｉｇｈｅｒＥｄｕｃａｔｉｏｎ：ＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＴｒａｎｓ‐

fer′ｉｎClark,Ｂ､andNeave,Ｇ､Ｒ・（eds.),EncyclopediaofHigherEducation，

Ｖｏｌ､２，ＮｅｗＹｏｒｋ：ＰｅｒｇａｍｏｎＰｒｅｓｓ，１９９２，ｐ､９５７．

３０Ａｓｈｂｙ，ｏｐ・Cit.，ｐｐ､４－５．

【付記】本研究は文部省科学研究費補助金(特別研究員奨励費)による研究成果の一部

である。
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ＡＣｏｍｐａｒａｔｉｖｅＳｔｕｄｙｏｎｔｈｅＦｏｕｎｄａｔｉｏｎｏｆｔｈｅＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙｏｆＳｙｄｎｅｙ：

ＴｈｅＡｄａｐｔａｔｉｏｎＰｒｏｃｅｓｓｏｆＢｒｉｔｉｓｈＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙＭｏｄｅｌｓ

ＫａｚｕｈｉｒｏＳｕｇｉｍｏｔｏ

(JSPSResearchFellow）

ＴｈｅｐｕｒｐｏｓｅｏｆｔｈｉｓｐａｐｅｒｉｓｔｏｅｘａｍｉｎｅｔｈｅｆｏｕｎｄａｔｉｏｎｏｆｔｈｅＵｎｉ‐

ｖｅｒｓｉｔｙｏｆＳｙｄｎｅｙｉｎｌ８５０ｉｎＮｅｗＳｏｕｔｈＷａｌｅｓｆｒｏｍｔｈｅｐｅｒｓｐｅｃｔｉｖｅｏｆｔｗｏ

Ｂritishuniversitymodels・

ＡｃｃｏｒｄｉｎｇｔｏＥｒｉｃＡｓｈｂｙ,ｔｈｅｒｅｗｅｒｅｆｏｕｒｍａｊｏｒｗａｖｅｓｉｎｗｈｉｃｈＥｕ‐

ｒｏｐｅａｎｕｎｉｖｅｒｓｉｔｉｅｓｓｐｒｅａｄｉｎｔｏｎｅｗｃｏｕｎｔｒｉｅｓｓｉｎｃｅｔｈｅｆｉｆｔｅｅｎｔｈｃｅｎ‐

ｔｕｒｙ・Ｔｈｅｔｈｉｒｄｗａｖｅｒｅａｃｈｅｄｉｔｓｐｅａｋｉｎｔｈｅｌ８５０ｓａｎｄｒｅｓｕｌｔｅｄｉｎｔｈｅ

ｆｏｕｎｄａｔｉｏｎｏｆｕｎｉｖｅｒｓｉｔｉｅｓｉｎＡｕｓｔｒａｌｉａａｎｄｌｎｄｉａ・Ｉｎｔｈｉｓｗａｖｅ，ｔｈｅＵｎｉｖｅｒ‐

ｓｉｔｙｏｆＬｏｎｄｏｎｓｅｒｖｅｄａｓａＢｒｉｔｉｓｈｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙｍｏｄｅｌｆｏｒｅｘｐｏｒｔｔｏｔｈｏｓｅ

ｃolonies・ＴｈｅＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙｏｆＬｏｎｄｏｎｗａｓｃｒｅａｔｅｄｉｎｌ８３６ａｓｐｒｉｍａｒｉｌｙａｎ

ｅｘａｍｉｎｉｎｇａｎｄｄｅｇｒee-awardinginstitutionwithteacｈｉｎｇｌｅｆｔｔｏａｆｆｉｌｉａｔｅｄ

ｉｎｄｅｐｅｎｄｅｎtcolleges・ＴｈｅＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙＣｏｌｌｅｇｅＬｏｎｄｏｎｏｐｅｎｅｄｉｔｓｄｏｏｒｔｏ

ｎｏｎ－Ａｎｇｌｉｃａｎｓｔｕｄｅｎｔｓｗｉｔｈｏｕｔｒｅｌｉｇｉｏｕｓｔｅｓｔａｎｄｓｔｒｅｓｓｅｄｍｏｄｅｒｎｐｒｏｆｅｓ‐

ｓｉｏｎａｌａｎｄｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃｓｔｕｄｉｅｓ・Ｉｎｃｏｎｔｒａｓｔ，ＯｘｆｏｒｄａｎｄＣａｍｂｒｉｄｇｅｗｅｒｅｔｏｏ

ｓｅｌｅcｔｉｖｅａｎｄｅｌｉｔｉｓｔａｓｍｏｄｅｌｓｆｏｒｎｅｗｕｎｉｖｅｒｓｉｔｉｅｓOverseas，ｂｅｃａｕｓｅｔｈｅｉｒ

ｃｏｌｌｅｇｅｓａｄｍｉｔｔｅｄｏｎｌｙＡｎｇｌｉｃａｎｓｔｕｄｅｎｔｓａｎｄｔａｕｇｈｔａｃａｄｅｍｉｃｓｕｂｊｅｃｔｓ

ｔｏｔｈｅｍ・

Ｗ．Ｃ．Ｗｅｎｔworth，ｔｈｅｆｏｕｎｄｉｎｇｆａｔｈｅｒｏｆｔｈｅＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙｏｆＳｙｄｎｅｙ，ｉｎi‐

ｔｉａｌｌｙｐｒｏｐｏｓｅｄｔｈａｔｔｈｅｆｉｒｓｔｃｏｌｏｎｉａｌｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙｂｅｂａｓｅｄｏｎｔｈｅＬｏｎｄｏｎ

ｍｏｄｅｌ，ａｓｈｅｓｏｕｇｈｔｆｏｒｔｈｅｆｏｕｎｄａｔｉｏｎｏｆａｎａｔｉｏｎａｌａｎｄｎｏｎ－ｓｅｃｔａｒｉａｎｉｎ‐

ｓｔｉｔｕｔｉｏｎｏｐｅｎｔｏａｌｌｃｌａｓｓｅｓａｎｄａｌｌｄｅｎｏｍｉｎａｔｉｏｎｓｉｎＳｙｄｎｅｙ・However,ｏｎ

ｔｈｅｏｔｈｅｒｈａｎｄ，ｔｈｅｒｅｗｅｒｅｆｏｕｎｄｔｏｂｅｓｏｍｅｄｅｐａｒｔｕｒｅｓｆｒｏｍｔｈｅＬｏｎｄｏｎ

ｍｏｄｅｌｉｎｔｈｅｐｒｏｐｏsedUniversity・Firstly,ｔｈｅｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙｗａｓｔｏｂｅａｔｅａｃｈ‐

iｎｇａｓｗｅｌｌａｓｅｘａｍｉｎｉｎｇａｎｄｄｅｇｒｅｅ－ａｗａｒｄｉｎｇｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎ，ｂｅｃａｕｓｅｎｏｅｘ‐

istingcollegessuitableforaffilｉａｔｉｏｎｔｏｉｔｗｅｒｅｔｏｂｅｆｏｕｎｄｉｎｔｈｅｃｏｌｏｎｙｓ
〃

ｄｅｐｒｅｓｓｅｄｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌｃｏｎｄｉｔｉｏｎ・Ｓｅｃｏｎｄｌｙ，ｔｈｅｃｌｅｌＦｇｙｗａｓｔｏｂｅｅｘｃｌｕｄｅｄ

ｆｒｏｍｔｈｅＳｅｎａｔｅ・Ｔｈｉｒｄｌｙ，ｔｈｅＳｅｎａｔｅｄｅｃｉｄｅｄｔｏｅｓｔａｂｌｉｓｈｔｈｅＦａｃｕｌｔｙｏｆ

Ａｒｔｓａｎｄａｔｔａｃｈｔｈｅｕｔｍｏｓｔｉｍｐｏｒｔａｎｃｅｔｏｌｉｂｅｒａｌｅｄｕｃａｔｉｏｎ．
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Ｔｈｅｒｅｆｏｒｍｅｄ○ｘｂｒｉｄｇｅｍｏｄｅｌａｌｓｏｂｅｃａｍｅｉｎｆｌｕｅｎｔｉａｌｉｎｔｈｅｆｏｕｎｄｉｎｇ

ｅｒａｏｆＳｙｄｎｅｙＵｎｉversity，ｅｓｐｅｃｉａｌｌｙａｆｔｅｒｔｈｅｔｈｒｅｅｆｏｕｎder-professors，

Ｊ・Ｗｏｏｌｌｅｙ，Ｍ,ＢＰｅｌｌａｎｄＪ・Ｓｍｉｔｈ，ａｒｒｉｖｅｄｉｎＳｙｄｎｅｙｉｎｌ８５２･Ｗｏｏｌｌｅｙ，ｉｎ

ｐａｒｔｉｃｕｌａｒ，ｗａｓｖｅｒｙｆａｍｉｌｉａｒｗｉｔｈｔｈｅｃｏｎｔｅｍｐｏｒａｒｙｒｅｆｏｒｍｓａｔＯｘｆｏｒｄ，

ｗｈｉｃｈａｔｔｅｍｐｔｅｄｔｏｒｅａｎｉｍａｔｅａｓｙｓｔｅｍｏｆｃｅｎｔｒａｌｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙｔｅａｃｈｉｎｇ

ａｎｄａｄｍｉｎｉｓｔratioｎ．Ｔｈｏｓｅｔｈｒｅｅｐｒｏｆｅｓｓｏｒｓ，ａｓａｃａｄｅｍｉｃｐｉｏｎｅｅｒｓ，ｐｌａｙｅｄ

ａｎｉｍｐｏｒｔａｎｔｒｏｌｅｉｎｒｅｏｒｉｅｎｔｉｎｇＳｙｄｎｅｙＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙｔｏｔｈｅｒｅｆｏｒｍｅｄＯｘ‐

ｂｒｉｄｇｅｍｏｄｅｌ，

First，ｔｈｅｙｑｕｅｓｔｉｏｎｅｄｔｈｅｉｄｅａ，ｂａｓｅｄｏｎｔｈｅＬｏｎｄｏｎｍｏｄｅｌ，ｏｆｔｈｅｕｎｉ‐

ｖｅｒｓｉｔｙａｓａｍｅｒｅｅｘａｍｉｎｉｎｇｂｏｄｙ・Ｔｈｅｒｅｆｏｒｅｔｈｅｙｄｅｆｉｎｉｔｅｌｙｕｒｇｅｄｔｈｅ

ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙｂｅｉｎｃｈａｒｇｅｏｆｔｅａｃｈｉｎｇａｎｄａｓｋｅｄｔｈｅｉｒｔｉｔｌｅｓｔｏｂｅｓｔｙｌｅｄａｓ

'ＰｒｏｆｅｓｓｏｒｓｏｆｔｈｅＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙ'，ｎｏｔ′ＰｒｏｆｅｓｓｏｒｓｏｆｔｈｅＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙＣｏｌｌｅｇｅ，
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<論文〉

高等教育のグローバル化現象と変容するアイデンティティ

ーオーストラリアにおける日本人留学女性の経験を通して－

裸本崇恵

（クィーンズランド大学大学院）

プロローグ－私と本研究の出逢い

海外留学は今やグローバルな現象である。年々 数多くの日本人留学生が勉学を目的

として越境していく。IDPEducationAustraliaによる最新の調査によると、日本

人留学生数（学部レベル以上に在学中のフルタイム学生対象）は、米国において１９９８

－１９９９年に４６，４０６名、イギリスに５，５５８名、オーストラリアに１，６２７名、カナダに

１，４１４名、そしてニュージーランドに７６０名と報告されているl)。Kelskyの日本人

留学女性を対象とした研究によれば、１９８０年代以降、中流階級に属する日本女性が

一度社会に出た後「オフィス・レディ」の名を返上し、ほとんどのケースにおいて西

欧社会へむけて飛び立ち、長期間におよぶ留学生活を始めるという事例が増加してい

る2)。さらには、１９９０年代半ばには日本人留学生の８０パーセント以上が女性である

との調査結果も発表されている。確かに、オーストラリアにおいても日本人留学女性

数（９６８名）が男性の留学生数（６５９名）をはるかに上回っている状況がある3)。な

ぜ、そして何のためにこれ程多くの日本人女性が海外留学を志すのだろうか。

一見して明白な答えは、「海外での資格や学位取得のため」であるが、これはあま

りにもシンプルすぎて的を射ない陳腐な理由付けである。留学を志す女性たちの多く

は、少なくともこれを機に‘Self’（自己）を再定義し、自分自身の人生をコントロ

ール出来る力を開拓したい、という強い願望を持っていると思われる。私の研究の目

的は、オーストラリアでの日本人留学女性の異文化体験が、彼女たちにとってどれ程

‘Self，の解放につながるのか、という比較的ストレートな動機から生まれた。しか

し女性たちがこの留学という新世界へ一歩踏み入った時、彼女たちの経験が通り一遍

の異文化体験談として片付けられる種類のものではなく、それは彼女たちのアイデン

ティティそのものに深く関与してくる問題なのである。

この「アイデンティティ」への直接的関心は、１９９５年から１９９６年にかけての私自

身のオーストラリアでの留学体験に根ざしているものである。すなわち留学期間中を

通して異文化に影響を受けた私は、‘Self，に内在化した様々なアイデンティティの

変移と、異文化の中でハイブリッドされていった日本人女性としての‘Self'を認知
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するとともに、この文化的ハイブリディテイをポジティヴな変化と受け止めた。しか

し、この異文化遭遇によるアイデンティテイ再構築は、他の日本人留学女性の間でも

起こる均一のプロセスという訳ではなく、中には異文化体験を通して従来の社会的・

文化的アイデンティティ、すなわち日本人女性としてのアイデンティティを再確認し、

さらにそれを堅持しようとする女性も存在した。この自らの経験をもとに私は本プロ

ジェクトに着手し、オーストラリアの大学院に在籍する日本女性１７人のアイデンテイ

テイに関する調査を行っている。現在、私は再び現地で学ぶ大学院生という立場にあ

るため、私自身を「調査者」と「参加者」の両方としてこのプロジェクトの中に位置

付けている。この両立場から１７人の女性たちのオーストラリアでの経験に影響を与え、

そんな彼女たちの経験が私のアイデンテイティの再構築に関与したという意味におい
●●●●●

て、この研究はまさに私たち１７人の研究結果であると言える。彼女たちのナレーショ

ンを紐解く前に、まず日本人女性の海外留学選択の背景にあるものを考察する。

ｌグローバライゼーションと海外留学大衆化時代の到来

マクロ・ミクロ両視点からの検証の結果、この日本人留学女性化現象の裏には幾つ

かの要因があり、それらの要因が互いに複雑に絡み合っていると考えられる。まずマ

クロレベルで浮上してきた第１の要因は、商業、経済、コミュニケーションの分野に

おいてグローバライゼーションの大波が押し寄せ、それが必然的に日本の教育システ

ムやその目的．理念にまで影響を及ぼしている現象である。グローバライゼーション

の基本的概念は、′Time-spaceCompression′（時空間の縮小）により国境を超え

た、文化的、経済的、政治的に統一の方向へと向かう'GlobalVillage′（地球規模の

村）の形成である4)。このような'GlobalVillage'では、コミュニケーションネット

ワークが急速に拡張され、文部科学省が教育改革案に掲げているように、真の「国際

人」としての資質、いわゆるシヤープな国際感覚と経験、そして高度な英語コミュニ

ケーション能力の２つを兼ね備えていることが不可欠と考えられる。この英語習得へ

の意欲が日本人女性を留学へ引きつける大きな原動力となっている。

第２の要因として、高等教育の商業・ビジネス化、そして留学生受け入れ国側の各

教育機関による日本人獲得競争の激化が挙げられる。オーストラリアでは、１９８０年

代に政府が海外留学生受け入れ政策の転換に着手し、その結果従来の「提供する教育」

－海外協力プログラムの一貫としての教育一から市場原理に基づく「輸出商品

としての教育」という、教育をビジネス化したアプローチへ移行した5)。またこのシ

フトは、オーストラリア国内における高等教育概念の変移、すなわちエリート教育か

ら大衆教育への移行時期と時を同じくし、この偶然に重なった２つの大きなシフトが

教育のマーケテイング拡大を促進し、海外留学生獲得に力を入れる結果となった6)。
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ビジネスとしての教育的概念が定着化した今日、日本は留学生獲得のための新しいマ

ーケットのひとつである事は明白である。

オーストラリアから日本へ輸出されていく教育のプロセスは多種多様である。オー

ストラリア政府やそれに類似する多数の組織、民間団体やエージェントが、教育のマ

ーケット拡大に携わっており、政府レベルではAustralianlnternationalEduca‐

tionFoundation（ＡＩＥＦ)やInternationalDevelopmentProgram（IＤＰ)、また

民間団体では「オセアニア交流センター」などがこれらに該当する。これらの組織団

体は日本でセミナーやキャンペーンなどの宣伝活動を精力的に展開しており、Andres‐

sen＆Kumagaiの調査によって、日本人留学生のうち約40パーセントが民間団体を

通して留学に関する情報入手や入学手続きを行っていることが明らかとなっている7)。

また、政府機関であるDepartmentofEducation,TrainingandYouthAffairs

(ＤＥＴＹＡ)は、国内における教育の国際化を促進し、ポジティヴなオーストラリアの

イメージを創り出す事を目的として幅広いサポートを提供しているが、必要であれば

日本の組織団体に人員派遣を行う事もある。このように、「輸出商品」としての教育

は多数の個人や組織団体のサポートによって拡大され、人口の移動が地球規模で行わ

れる今日においては、Ｈａｂｕの指摘にもあるようにこの教育の輸出ビジネスにますま

す拍車がかかっていると言える8)。

第３の要因は、これらの海外における高等教育のグローバル化は、我が国にも波及

し高等教育の大衆化現象をもたらす結果となった事である。Arimotoは高等教育の

大衆化現象は、文部科学省が推進する「生涯教育」の理念とあいまって、年齢、性別、

社会階級、人種、国籍を問わずより多くの国民に高等教育機会を提供することに成功

したと述べている9)。とりわけ我が国における高等教育の構造改革は、高年齢層の既

婚／未婚女性や労働者階級の女性に対してもその門戸を広くした。以上ここで簡単に

ふれたネオリベラル的なグローバライゼーションと高等教育大衆化現象は、少なくと

も理論上は男女両方に海外留学へのアクセスを均等に拡大したはずである。

しかし、実際には女性の留学数が男性のそれをはるかに上回る現状がある。そして

本プロジェクトにおいて参加者たちへのインタヴューを通して浮上してきた事は、日

本人留学女性たちには男性にはない特有の留学動機がある、という真実であり、これ

はミクロな視点から検証が行われた数々の先行研究においても確認されている'0)。こ

の彼女たちの動機については後のセクションで詳しくふれる事にする。本稿では、こ

のようなマクロ・ミクロ要因を念頭に置き、特にグローバライゼーションが日本人女

性にもたらす影響と、彼女たちのアイデンティティの再構築に関する１つのスナップ

ショットを提供したい。第１の仮説は、′Time-spaceCompression′（時空間の
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縮小）が日本人女性にとって彼女たちの人生の選択肢を広げ、彼女たちの多様性に満

ちた異文化との遭遇とその中での‘Self,（自己）の露出、そしてそれに伴って自己

の再構築が可能になった事で、女性が社会の中の「より見える存在」へと変貌を遂げ

ていく潜在性を、私は高等教育のグローバル化のプロセスの中に発見したという説で

ある'１)。しかしながら、高等教育のグローバル化は日本社会からの逃避志向型、そし

て自己実現型の女性たちにとって、海外への進学という魅力的なオプションを可能に

するが、先述したような過度な教育の輸出的アプローチは、逆に女性たちに海外留学

に対して多大な期待感を抱かせる事になり、渡豪前に描いていた留学生活と、現実と

のギャップに苦悩する結果を招く恐れもある、という第２の仮説も同時に浮上する。

すなわち日本人女性にとって高等教育のグローバル化、そしてオーストラリア政府．

教育機関によって精力的に輸出された教育の影響は、両刃の剣であるという陳述が成

り立つ。またそれは既存のアイデンティティやグローバライゼーション．デイスコー

スヘ挑戦するという意味においても、研究そのものの意義においても興味深いと言え

る。これらの仮説に基づいて本稿を先へ進めてみることにする。

２ポストモダン・アイデンティティ

アイデンテイテイの問題は非常に重要でジェンダー問題と絡めるととても複雑な様

相を帯びてくる。近年カルチュラル・スタディーズ、ポストコロニアリズム、ポスト

モダニズム、社会心理学的、文化人類学的ディスコースなどをめぐる議論が活発化す

る中、「アイデンテイテイ」という言葉はかなり多義的に使われるようになってきて

おり、したがって、本稿において議論を発展させていく「アイデンティティ」のスコ

ープを明確にしておく必要‘性がある。ここでは特にオーストラリアに滞在している日

本人留学女性が新しい文化的、政治的、経済的環境においてどのように‘Self，を概

念化し再構築していくのか、という課題にアプローチしていく際に不可欠な３つの「前

提」について述べ、アイデンテイテイとは何かをあらためて定義したい12)。

まず第１の前提は、従来のアイデンテイテイ・デイスコースに付きまとう本質主義

的概念の払拭と、政治的でかつ主観的なアイデンティティの‘Self-Definition′（自

己決定）についてである。本質主義的アイデンティティ概念の例として、社会心理学

と文化人類学にその根源をもつ２つのキーコンセプトをここに挙げる。第１のキーコ

ンセプトは、個人がもつ本質的な首尾一貫性のある自己の同一性で､、その個人の属性

や性質が彼（女）のアイデンテイテイを決定づけるというアイデンティティの静止的

性質の考えに基づく。第２のキーコンセプトは、旧来、文化人類学的見地から提案さ

れた文化の同質化・均質性についてのロジック、つまり同じエスニシティ、人種、文

化に属するグループは彼らのもつ信念、儀式、シンボルにおいても同一的であるため、
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ゆえにアイデンティティにおいても同質であるという考え方である。

しかし、近年のカルチュラル・スタディーズ、ポストモダニズム、ポストコロニア

リズムの理論的パラダイムにおける活発な議論を通して浮かび上がってきたことは、

従来のアイデンティティの本質主義的概念に対して理論家たちが懐疑的になってきた

という事実である。このような視点に立ち堀田は、アイデンティテイを一定の社会的

歴史的な‘Place/Locality，（場所）に位置付けられた個体としての、自我の自覚

であると定義した'3)。したがってアイデンテイテイは、個体が位置付けられた「一

定の社会的歴史的なPlace/Locality」の認識と関連し、そうした‘Place/Locality．

を共有する一定のグループへの帰属性の自覚として現実化するが、この認識は、常に

流動的な社会性や政治性の側面を担っているので、よって一定のグループへの帰属性

の自覚も流動的で状況的にならざるを得ない。さらに‘Self，の体現化というものは、

主に人種、エスニシテイ、ジェンダー、社会階級、文化、宗教、年齢、セクシユアリ

ティ、地域、家庭環境、などのアイデンティティが相互的に関連しあっておりそれは

重層的な様相を帯びてくる。以上の議論をふまえてアイデンティティを再定義すると、

そのあらたな特徴一アイデンティティの‘Ｆｌｕｉｄｉｔｙ，（流動性）と‘Multiplici‐

ty/Plurality,（多面性/多様性）－が具現化してくる。

しかし、この堀田の論じる「一定の社会的歴史的な‘Place/Locality，に位置付

けられた個体のアイデンティティ」概念であるが、本稿で取り上げるような日本人留

学女性のアイデンティティについては、さらに事情が違ってくる。アイデンティティ

に関する第２の前提は、この‘Selfの‘Place/Locality’からの‘Dislocation，

（離脱）とアイデンティティの‘Self-Reconstruction，（自己再構築）の概念の応

用である。グローバライゼーションと国際化の影響で、現在のように国境を超えた日

本人女性の移動が盛んになると、彼女たちの‘Self’はもはや一定の‘Place/Locali‐

ｔｙ，に位置付けられたものではなくなり、今まで帰属していた一定のグループからの

離脱が起こる。そして彼女たちはこの多民族・多文化主義国家オーストラリアにおい

て新しい文化、人々、価値観などに直接ふれることによって、あらたに帰属するグル

ープを定義し直す、すなわち、自分たちの置かれている政治的、文化的、社会的状況

を再定義しアイデンティティそのものを自ら再構築していくようになる。

そしてこの第２の前提である「自己の一定の場所からのDislocation/Relocation

（離脱/据え直し）と自己の再構築」説をさらに発展させると、アイデンティティに

関する第３の前提一アイデンティティの‘Hybridization，（雑種化）の概念一に

到達する14)。Bhabhaの言う「ハイブリディティ」の概念とは、どのようなカテゴリ

ーにも永久的に位置付けられることはなく常にカテゴリーを逃れるという意味合いを
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持ち、アイデンティティがハイブリッドされる現象は、エスニシテイ、人種、ジエン

ダー、社会的ステイタスや階級のような直接的要因が、際限なく混ざり合いハイブリ

ッドされる「場」においてのみ起こり得る。つまり、この「場」はAnzalduaの論じ

るところの‘Borderlands，（ボーダーランド）と化しているのだが15)、地理学的

にこれらは実際には存在している訳ではなく、この「場」というのは上記のような直

接的要因が相互的に刺激し合う「ボーダー」と考えるべきであり、この特殊な「場」

に存在する人々は全て「ボーダー」に生きているという事になる。以上述べた３つの

アイデンティティの前提を認識した上で、この「ボーダー」に生きる日本人留学女性

の揺れ動くアイデンティティの一局面を考察する。

３調査方法

このプロジェクトでは、オーストラリアのクィーンズランド州に位置する学生数ほ

ぼ３万の異なる３つの州立大学に、現在在籍している１７人の大学院生である日本人

女性に２０００年から２００１年にわたりインタヴューを行っている。各大学によって学

生の人種の割合は多少異なるが、アジア系、南北アメリカ、ユダヤ、ヨーロッパ、ア

フリカ、ヒスパニック系などマイノリテイグループに属する留学生の割合は約１５％

にのぼり、130カ国近くから各大学約４千人もの留学生をかかえるこれらの大学は、

まさに現代多民族多文化主義国家オーストラリアの縮図と言える。現在私自身も同じ

大学院生である事から、私自身のネットワークを通して参加者のリクルートを行った

（スノウボール・サンプリングメソッド）が、参加者は大学院生である日本人女性で

あれば誰でもいいという訳ではなかった。「社会学的マルティプルケース・アプロー

チ」、すなわち参加者たちの社会的、経済的、文化的、教育的背景が最大限に異なる

女性たちをリクルートする手法を採用する事により、クイーンズランド州における日

本人留学女性の多種多様な経験をインタヴューの中で収集し、彼女たちの全体像そし

てアイデンティティの流動性、重層性、多様性を浮き彫りにしようと努めた。また、

‘ReflectiveConversation，（調査者と参加者との会話をベースにしたインタ

ヴュー手法）を通して、１７人に徹底して自己を語ってもらうという機会を持ち、新し

い文化的環境のなかで、「自らの経験にどのように意味や価値を持たせていくのか」
を検証した。

インタヴューは、異なるテーマによって三つのパートに分かれている。′Reflective

Conversation’によるインタヴュー調査の常として、一回のインタヴュー時間は参

加者の協力意志と関心の度合いによって異なり、それは実際のところ最高５時間から

最小１時間まで種々 であった。私はこの一年半余り１７人の参加者たちと緊密にコン

タクトをとり続け、その結果、その間に書きとめたフィールドノートやジャーナル、
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メモは膨大な量になる。以下で彼女たちのナレーションの考察とその理論的構築を行
う。

４考察

（１）動機：‘Pull，／'Push'要因

彼女たちの留学の動機はいったい何だったのか、あるいは動機と社会的背景の間に

はどのような関連があるのか。McMahonは、‘Pull/Push，の要因を区別すること

によってこれらの問題を解くことができると主張する'6)。Andressen＆Ｋｕｍａ‐

gaiはオーストラリア17)、ＨａｂｕとWalkerはイギリス18)、そして松井はＵ､S,Ａ､１９）

に留学中の日本女性を対象にそれぞれ留学の動機調査を行っているが、その結果を総

合すると、（１）学位の取得と自己実現／探求（‘Pull，要因）、（２）日本社会に

おける女性に対する束縛からの一時的逃避（‘Push，要因）の大まかな２つの動機

に絞られる。私は自分自身の分析結果からこの２項に（３）オーストラリアでの新し

い人生とキャリアの希求（‘Pull，要因）、という動機を付加する。その背景には、

オーストラリアでの長期間滞在あるいは永住を将来の人生計画のスコープに入れなが

ら、留学をそのための１つのステップと考える女性が増加している現象がある。彼女

たちがインタヴューの前半部分で陳述する公の動機は、学位の取得とキャリアアップ

の実現であるが、彼女たちはインタヴューを進めるうちに私的な動機、すなわち日本

で直面する窮屈さやプレッシャーからの逃避と、新天地での新たな生き方の探求につ

いての本音を語り始めた。Ｈａｂｕ（２０００）によると、２０歳代の若い女性はとりわけ

‘Pull，要因に影響されやすく、反対に年齢層の高い女性は‘Push，要因に影響を

受けるケースが多いと論じているが、本プロジェクトにおいて、年齢が‘Pull/Push，

要因を決定づけているとは考えられず、参加者たちの動機は、複雑な層をなす限りな

い‘Pull/Push，の混合要因であった。

Ｒiｎ（２４歳、未婚）は、日本で大学４回生時に就職活動には参加せず、他の女子学

生とは違う道を選択した。彼女は、大半の女性が終身雇用制度や勤続年数に基づく昇

進、昇格制度には無関係である日本社会システムの中で、男性と競争する事を避けた

い（Push要因）という直接的理由の他に、経済的・精神的自立を目標として国際的

通訳者になるため、厳しい訓練を受けようと修士レベルの通訳コースに入学した（Ｐｕｌｌ

要因）という二次的理由を語った。Ｒｉｎと同じコースに在籍しているＨｏｎｏｋａ（３０

歳、既婚）は、留学という道を選択したために、日本とオーストラリアにおいて夫婦

別居生活という不自由さとそれに伴う精神的リスクを負う事を強いられたが、その反

面、自分の能力の可能性を拡大し生き方そのもの、生きていく場所さえも自身で選択

できたことは、留学の最大の魅力だと語った（Pull要因）。

-24‐



Sakura（37歳、未婚）は１３年間日本でナースとして働いていたが、大学の学位を

未取得であったので、オーストラリアではまず看護コースで学士号取得後、さらに修

士レベルに進学した。Sakuraの留学の表向きの理由は、勤務先の病院の営利主義的

経営に嫌気がさしたので、退職の良い機会だと思った、ということだった。しかし、

第１回目のインタヴューの終盤にさしかかった頃、彼女は留学を決意したもっと私的

で核心的な動機を語り始めた。１３年間のナースとしてのキャリアと、生活の安定を

諦めてまで留学を決意した私的な理由とは「適齢期を過ぎても独身でいることに対す

る罪の意識から逃れて、少しの間リラックスしたかった」ということであった(Ｐｕｓｈ

要因)。Morleyも指摘するように、日本社会の中で高年齢層の独身女性の立場は非常

に微妙である20)。Sakuraの新しい人生は、「結婚適齢期シンドローム」を克服する

ために、家族、友人、仕事、社会からの‘Estrangement，（離反）で始まった２１)。

しかし、留学が契機となり、彼女に‘Self，の覚醒と再構築をもたらす結果となった

ことは大きな意義がある。

ここに例として掲げた３人の女性以外の女性たちも、現実逃避、自由の希求、自己

啓発、自己への挑戦、資格取得、コスモポリタン・ステイタスの実現、など様々な理

由によって留学を決意したと語った。しかし、彼女たちは、日本社会の職業構造の周

辺部にいる女性にとって海外での資格や学位取得のすべてが、将来のキャリアに直結

し得ないということを自覚しており、この状況はバブル経済崩壊後の不況によってよ

り悪化していることも理解している。つまり彼女たちは、仕事やキャリアに強い関心

を示しているがそれらを単に収入確保の手段としてだけではなく、「自己達成」のた

めの１ステップとして捕らえている。女性の専門職へのアクセスが限られている日本

社会で、そのような「自己達成」を可能にし得る大学院留学が女‘性にとって魅力的な

オプションであるのも不思議はない。さらには、先に述べた「高等教育のグローバル

化」と「教育のビジネス化・商品化」現象が追い風となり、彼女たちの留学を決意す

る上で補強的役割を担っている事は言うまでもない。では、留学に多大な期待をよせ

て渡豪してくる日本女性は、留学生活で何を感じ何を得るのだろうか。また異文化に

おける「教育」が彼女たちのアイデンティティにどのような影響を与えているのだろ

うか。

（２）自信構築プロセスとしての「教育」？

まず、参加者たちとの会話インタヴューから明らかになったことは、彼女たちの語

学スキル（英語）上達とホスト国に関しての知識拡大である。Ｒｙａｎ＆Twibellの

指摘にもあるように、彼女たちのコメントは、彼女たちが国際的視野を拡大し政治・

異文化に強い関心を示すようになったことを物語る22)。例えばJennifer（２８歳、
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未婚）は、マイノリテイのクラスメートや恋人を持つことによって、オーストラリア

社会の人種、民族、ジエンダーなどが複雑に交錯する差別構造に目を向けるに至って

いる。また、異文化体験を通して人種、民族の異なるクラスメートが「日本人」、「日

本文化」、「日本の歴史」などについてどう思っているかを考えたとき、いやおうな

く自らに内在した「日本人らしさ」と向き合わざるを得ない。Jenniferは日本につ

いて無知であった自分に初めて気付き、日豪両文化に関しての知識を積極的に吸収し

ていった。これが‘SelfasOther，（他者としての自己）、あるいは‘OtherSelves，

（他の自己）という、自己を相対化する視点を構築する第一歩であり、流動かつ重厚

的アイデンテイテイの根本的概念がここにある。

Fujiwara-Fanselowは、高等教育と女性のキャリア志向についての調査を行っ

た結果、４大卒の日本女性の多くはキャリア志向型ではあるが、高収入と超エリート

キャリア取得を目的としている女性は少ないという事実を指摘している23)。その理由

として日本社会における女性の真のキヤリアモデルが欠乏し、それと同時に高等教育

の動機付けとキャリアとのリンクが明確ではないという現実がある、と私は考える。

Sakuraはインタヴューの中でまさにこの点を指摘しており、日本のナースたちのプ

ロフェッショナリズムに対する認識の低さと、「知識のあるナースが同僚や医者から

けむたがられる」現状について嘆く。彼女は修士コースでナースとしてのより専門性

を高め、自分に合った明確なキャリアステップを発見し、そして自己啓蒙のためにデ

ザインされた高等教育に魅力を感じて、最終的にオーストラリアで正規ナースとして

活躍する道を選択した。さらに彼女は、自身に開かれている未知の可能性に気付き、

様々な経験をもとに大学で教鞭をとりたいという、いわゆるエリートキャリアを目指

して人生のゴールを設定するに至ったことは注目に値する。

大学の研究者である父親を持つＲｉｎは、幼少時父親の研究のために３年間アメリカ

生活をした経験がある。彼女は高校３年生の時に、有名大学への入学を希望して進学

塾主催の大学入試準備講座に参加したが、不運にも受験に失敗した過去を振り返り、

当時それは彼女にとって屈辱的な出来事であったと語る。Morleyは、日本のように

「学歴」が社会でのステイタスの決定要因であるような社会のことを‘OneChance

Society，と呼ぶ24)。Ｒｉｎのナレーションはまさにこの日本の社会の性質を投影して

いるが、帰国子女である彼女にとって留学とは、日本の学歴社会で犯した失敗に対す

る「修正」であり、同時にそれは彼女に多大な自己充実感をもたらしたと考えられる。

その意味で留学は彼女にとって、広義的に「セラピスト」的効果をもたらしたことに

なる25)。

彼女たちのコメントを総合すると、オーストラリアにおける教育や留学体験が彼女
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たちに与えた影響は、社会文化的影響、学問的影響、社会心理学的影響の３つに大別

され、Marriottが行ったオーストラリアに滞在する日本人留学生調査の結果ともほ

ぼ一致する26)。参加者たち自身の言葉で表現すれば、個人の成長、自信の復活、より

ポジティヴな自己イメージ、他文化・他人への尊敬、能力、知識、独立の達成などで

あるが、これらは新しい文化・人々に遭遇し、自らの方法において自らのアイデンテ

イテイを再定義するために必要な要素ばかりである。彼女たちはまさにオーストラリ

アの大学で得た経験を「さらなるキャリア開拓と自己成長のためのメカニズム」と捕

らえているのである。しかしここで重要なのは、オーストラリアでの留学体験や教育

が今説明した３人の日本人女性のケースのように必ずしもポジティヴな自己再構築の

一助とはならない、という点に留意する事である。では、前述の日本人女性たちと違

って後述の女性たちにとって、何がネガティヴな体験の源泉となったのだろうか。彼

女たちが遭遇している教育上の問題とはいったい何だろうか。

まずはマクロな観点からみると、オーストラリアと日本のアカデミック環境には多

くの異なる変数が存在する事に気付く。一般的に、社会科学や人文科学の学位の構造

と内容が異なっており、オーストラリアのパターンではその専門性を重視するところ

に特徴が見られるが、日本では多くの科目の範囲をカバーしながら教育内容の紹介を

主としているところに特徴がある。この意義のある違いは、両教育体制における話し

言葉と書き言葉によって表現される勉学ジャンルにも現れ、また学生と教員によって

構成された、学生参加型の授業システムの中でもうかがえる27)。Ballardは、オース

トラリアの大学で学ぶ留学生は、このような新たな知的文化に参加するための調整を

行うべきだと説き、これは単に英語能力の違いのみに起因するものではなく、基本的

なレベルの違いであり、留学生が抱える大きな問題を意味していると強調する28)。こ

うしたオーストラリアと日本の大学を特徴づける学術的文化や実際の教育実践におけ

る相違については、すでにBallard＆Clanchyの先行研究で確認されているが29)、

本稿でカバーするスコープ外であるためここではふれないでおく。

次に、参加者たちに大学での勉強で直面した困難な点について彼女たちは、多岐に

わたる問題にふれているが、もっともよく問題視した点は、学術的コミュニティに参

加していくために必要とされる、学術的表現（レポートなどを作成し口頭発表をする

事）に関するストラテジーの欠如であった。中でもとりわけ、留学生活をそれ程有意

義ではないと捕らえている女性たちは、講義を理解できず講読、特に講義関連の多く

の教材をこなす事に難しさを感じていた事が判明した。オーストラリアの学部．大学

院レベルにおいては、正規講義の他にチュートリアルという授業が展開され、これは

日本人留学生にとって新しい学習活動である。Ｔｏｍｏ（32歳、未婚）は、討論や口頭

-27‐



発表による積極的参加が不可欠であるチュートリアルを受講する事に苦痛を訴え、彼

女自身を含め、講義では参加せずにただ出席して静かに聴講しているだけの日本人学

生が多い事実を告白した。さらに彼女は、教官からは講義内容に関するサポートは皆

無に等しく、「正規講義よりも英語学習プログラムを受講した方がいいのではないか」

と冷ややかな忠告を受けていたことも語った。

Marriottは、こうした学生にとって、他の学生グループ、大学やトレーニングコー

スの教官などに相談し解決策を求めることは、重要な社会的ストラテジーであると指

摘する30)。実際、Ｔｏｍｏをはじめ他の女性たちは、留学生用に設置された勉学技能を

修得するための支援センターで、レポートの書き方や口頭発表の方法についての支援

を受けたと報告していたが、彼女たちの科目担当教官からのサポートはほとんど受け

ていなかったようである。彼女たちのコメントを考察すると、自らの能力不足をさら

す事は恥辱にあたる、そうした教官とどのように話して良いのか分からない、という

日本人留学女性側の消極的態度が具現化してくる。一方、Ｔｏｍoのように学部／指導

教官に彼女自身の悩みを打ち明けた女性も複数いたが、教官陣は他学生からの過度の

要求のために多忙で、限られた対応しか出来ず問題解決にはつながらなかった。それ

どころか逆に、「英語能力に欠けているためこのコースで学ぶ資格がない」という否

定的な言葉だけを返され、そんな非協力的な教官陣に対して不信感と失望感を募らせ

ただけに終わってしまったというケースもある。

これらのコメントから浮上してくる問題は、教育のグローバル化現象とそれに伴う

輸出商品化された教育の歪みである。ＴｏｍｏやＨａｒｕ（２６歳、独身)のコメントから、

入学時に受験した英語力テストにおいて、点数が規定の合格ラインに満たなかったに

もかかわらず、留学生獲得という大学側の経営的事情により入学を許可された女性た

ちが、実際に授業を受ける段階になり、大学側から十分なサポートを得られないとい

った、教官側と学校事務局側との対応の矛盾に直面している現状がうかがえる。彼女

たちはまさに、過激な留学生獲得戦争に翻弄されている被害者であるとも言えるので

ある。そんな彼女たちのアイデンティティ再構築は、前述した４人の女性とは異なる

様相を帯びている。すなわち、大学という学術的コミュニティの一員となり学問的知

識を向上させる機会を逸してしまった事により、留学前に抱いていた留学に対する夢

と期待は裏切られ、さらにそれが自己に対する失望感・寂塞感を増幅させた。そして

彼女たちのネガティヴな体験は、オーストラリアの文化や国民性に対しても反発・嫌

悪感を募らせる結果となっている。つまり彼女たちのアイデンティティは、皮肉にも

多民族．多文化主義国家オーストラリアにおいて新しい価値システムや文化的・社会

的環境の中でハイブリッドされ得る自己を拒絶し、反対に日本文化／社会への帰属を
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強固にしていく自己を受け入れる、というプロセスで再構築されていったのである。

エピローグ

現在このプロジェクトを遂行しながら、私の心に浮かぶ事は「彼女は月であると同

時に月ではない」というトリン・ミンハの表現である。それは意味と真実との間にあ

るスペースを可視化するものである。視座を変えることによって新たな思想領域が可

能になると同時に、新たなコンフリクトも生まれるが、こうしたプロセスによって女

性という存在はその在り方を変えていく。そして、さらなる領域の開拓を目指して、

その月（女性）は位置を変え続ける。トリンは女性という存在の位置（の不確定さ）

について、「必然的に固定された境界と境界との間で絶えず位置を変えている文脈上

の間隙にある」と説明する3')。

従来の本質主義的アイデンティティ・ディスコースにポストモダン的視座を加える

事によってアイデンティティの自己決定や自己再構築という新しい理論構築が可能に

なった今、日本女性の存在の位置はある意味において不確定になった。しかし結論と

してこの理論的構築は、高等教育のグローバル化現象と海外留学大衆化時代の到来と

ともに、‘Self′（自己）のDislocation/Relocationを可能にしただけではなく、

女性たちにもっと自由で多面的な‘Selves'の構築をも可能にしたのである。しかし、

本稿で検証したように、大学の様式やその周辺事情は文化的に特有であり、よって国

や文化によって異なっているという状況を十分把握する必要性がある。そして何より

も高等教育のグローバル化と、輸出商品としての側面を持つ、オーストラリアの政府、

教育機関による教育に対するアプローチが、女性たちのポジティヴなアイデンティティ

再構築を阻む可能性についても、さらなる検証が必要である。

最後にここで、本稿で扱った日本人留学女性のアイデンティティ問題は、あくまで

も主体（Subjectivity）の無限の層のうち、グローバライゼーションと高等教育と

いう視点から論じた１つのスナップショットに過ぎないという事を明記したい。アイ

デンティティの流動的、多面的、重厚的な性質を考えたとき、私は語られるべきスト

ーリーがまだ他にあるという事実に気付く。このプロジェクトは現在も進行中であり、

さらに異なる視点から文化の狭間に生きる日本人女性たちのアイデンティティについ

て検証中である。彼女たちの心の声に耳を傾けそこから活力に満ちた新たな創造が生

み出される、そんなプロジェクトを彼女たちと共に作り上げていきたい。

《謝辞》本パイロット研究実行に当たり、勉学に追われる日々の貴重な時間を私の

ために費やしてくれた女性のひとりひとりに心から感謝したい。
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〃

re-creationofthosewomensnarratｉｖｅｓａｎｄｍｙａｎａｌｙｓｉｓ・ＴｈｅｆｏｕｒｆａｃｔｏｌＦｓ

ａｒｅｌ）globalisation,２）'self'/subjectivity,３）highereducation,ａｎｄ４）cultu‐

ｒａｌｈｙｂｒｉｄｉｔｙｗｈｉｃｈａｒｉｓｅｓｆｒｏｍｔｈｅａｓｓｕｍｐｔｉｏｎｕｎｄｅｒｌｙｉｎｇｔｈｉｓｓｔｕｄｙ・

Ｆｉrst,theforcesofglobalisationhaspulｌｅｄＪａｐａｎｅｓｅｓｔｕｄｅｎｔｓｔｏｇｏｏｖｅｒｓｅａｓ

ｔｏｓｔｕｄｙ，Second,concurrentlyarangeofsocialfactorsthatrestrictJapanese

womenanｄｒｅｃｅｎｔｔｒｅｎｄｓｆｏｒＪａｐａｎｅｓｅｗｏｍｅｎｉｎｐａｔｔｅｒｎｓｏｆｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌａｃ‐
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＜論文＞

初等・中等教育の日本語教員の日本語運用能力向上に向けて

－ビクトリア州教育省の主導による日本語教員養成プロジェクトを中心に－

隈本・ヒーリー順子

（大分大学）

はじめに

オーストラリアでの日本語学習熱が取り沙汰されてから久しい。初等教育から高等

教育までにおける英語を除いた外国語教育、つまりＬＯＴＥ（LanguagesOtherThan

English)教育の普及はオーストラリア連邦政府の言語政策の寄与するところが大き

いが、日本語教育も例外ではない。言い換えれば、８０年代以降、連邦政府それに各

州の教育省のイニシアティブによって、日本語教育が発展していったといっても過言

ではない。以下、その歩みを簡単に概観したい。

１９８３年に政権を獲得した労働党政権は、それまでのヨーロッパ志向のオーストラ

リアをアジアに向けるべく、８０年代後半から９０年代初頭にかけて具体的な政策を次

々と打ち出していった。その背景には、国家の新しいアイデンティティの確立という

ナショナリズムがあり、オーストラリアをアジア・太平洋の国家として新しく位置づ

ける必要があった。戦後のヨーロッパ、アジアからの移民によるオーストラリア社会

の変化は新しいイデオロギー、即ち「多文化・多言語主義」を生み、旧世界からの意

識的な離脱を図ろうとした。そのためには、アジア・太平洋地域における一国家とし

て、国民の間に「アジア言語・文化が理解できる能力」（AsiaLiteracy)を養う必要

が生じ、アジア言語・文化理解を推進するため、アジア研究審議会（AsianStudies

Council)が設立され、アジア研究・言語の普及に大きな役割を果たした。アジア研

究審議会は７つのアジア言語を優先言語とし、その中で特に日本語、中国語、インド

ネシア語を最優先言語に位置づけた。

１９８７年にロ・ビアンコによって「言語に関する政策」（NationalPolicyonLan‐

guages）が提唱されて以来、１９８９年にはオーストラリア連邦政府は「オーストラリ

ア国立言語研究所」（ＮＬＩＡ‐NationalLanguageslnstituteofAustralia)を設立

（後に、オーズトラリア国立言語識字研究所[NLLIA‐NationalLanguagesand

LiteracylnstituteofAustralia]と改称された。）、ＮLIAはＬＯＴＥ言語のうち日

本語を含めた九つの言語を優先言語と定めた。また同年、連邦政府は高等教育レベル

のアジア言語・研究に関してイングルソン教授に指針を求めた。これがいわゆるイン
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グルソン報告書[InglsonReport]と呼ばれる、「高等教育におけるアジア研究・言

語の教育」（TeachingofAsianStudiesandLanguagesinHigherEducation）

である。その後１９９１年にはリール教授による、リール報告書（LealReport)が作成

され、高等教育レベルでのＬＯＴＥ教育の意見書として発表された。これらの一連の報

告書やアジア研究審議会などの活動を通して、オーストラリアに於ける日本語教育推

進は加速度が増していった。

このような連邦政府の言語政策を受け、各州の教育省は、それぞれの言語計画（LOTE

StrategyPlan）を作り、実行に移していった。ビクトリア州では日本語を含む８つ

の優先言語を指定した。その言語計画の内容は、２０００年までにＰｒｅｐ（１年生になる

前年）から１０年生までの生徒全員にＬＯＴＥの学習機会を与え、１１年生と１２年生の

２５％がＬＯＴＥを学習することを目指すものであった。これは、２０００年までに２５％

の１２年生がＬＯＴＥを学習しているという、国全体のゴールにも沿うものである。

しかし、１９８０年代後半におきた「津波」、あるいは「爆発」と呼ばれる日本語学

習者の急激な増加は、初等・中等教育でも高等教育でも深刻な教師不足をもたらした。

特に、これは地方の学校では都市部以上に深刻な悩みであった。高等教育レベルで、

日本語教育を専攻した学生が教員資格を得るために、さらに１年間を費やすことはあ

まりない。そして、その数少ない学生が資格を取得しても、他の職に就いたり都市部

の学校を希望したりするものが多い。地方の学校に赴任しても、数年後には地方から

転出してしまい、その後任者が見つからず、日本語プログラムの存続が危ぶまれるこ

とも多々あったのである。このような状況を打開するために，当時のビクトリア州教

育省[DirectorateofSchoolEducation（以下ＤＳＥ)]は、地方での日本語教師を確

保し、日本語プログラムの安定化を目的とした、以下のような画期的な日本語教師養

成プロジェクトを試みた。

１．１ＳＴＶ(InteractiveSatelliteTelevision)を使った日本語教員養成・遠隔教育

プロジェクトー初年度のプロジェクト

（１）プロジェクトの背景とその意義

１９８０年代には、ビクトリア州遠隔地域での教育、通信には電話、ファックス、オー

ディオ・コンファランス機器が活用されていた。１９８８年には、当時の州営電話通信

会社であるVISＴＥＬが、メルボルンと主要な地方の町を結ぶビデオ・コンファランス

・ネットワークを設けていた。VISＴＥＬのネットワークのシグナルを通信衛星に送る

ことができるようになり、このネットワークとギップスランド地方の学校との間で試

験的な通信が行われた｡'）
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ＤＳＥは通信衛星によるInteractiveTelevision（IＴＶ)を、教員の再教育．訓練を

目的としたプロフェッショナル・デベロップメントに利用することを考えた。１９９１

年にビクトリア州のロドン・キャンパスブ・マレーという広大な地域に於いて、初め

てIＴＶを使い、「問題児童」に関する取り組みを７回にわたって実施した。各地域８

校から教員を４人ずつ参加させ、ＩＴＶ、電話、ファックス、オーディオ．コンファラ

ンス機器を使って、問題への対応術、ストラテジーなど、教員の指導力の向上を図ろ

うとした。これを機にIＴＶを使った様々なプログラムが実施された。このテクノロ

ジーの可能性にＤＳＥは目をつけ、地方の現役教員を対象とした日本語教育を、外国

語教育としては初めて利用することを計画した。

ＩＴＶとは何か。具体的にいえば、Interactiveを表す「I」は電話、ファックスを

利用して教師と学習者が「放送中」にも直接、相互コミュニケートできることを指し、

「ＴＶ」は通信衛星を利用して行う、テレビの「生放送」である。スタジオの中には

電話、ファックス機が取り付けられ、いつでも学習者と教師間で連絡できるようになっ

ている。これが普通のテレビの外国語講座と異なる大きな点である。

（２）プロジェクトの目的

１９９２年１０月ＤＳＥは、ビクトリア州大学入学統一試験（VictorianCertificateof

Education[ＶＣＥ]）の日本語がパスレベルに達した現役の教員を対象に、ＩＳＴＶを使

った日本語教師養成プロジェクト計画を決め、メルボルン大学日本語・中国語学科に

その実施を依頼した｡2）正式のプロジェクト名はPilotJapaneseLanguageProfes‐

sionalDevelopmentthroughlnteractiveTelevisionProjectであるが、通常は

「IＴＶによる日本語教育プロジェクト」（JapanesebylnteractiveTelevision

Project）と呼ばれた。１９９３年７月から開始したプロジェクトは、連邦政府のオー

ストラリア言語・識字政策〔TheAustralianLanguageandLiteracyPolicy〕

の下で、雇用・教育・訓練省（ＤｅｐａｒｔｍｅｎｔｏｆＥｍｐｌｏｙｍｅｎｔ，Ｅｄｕｃａｔｉｏｎａｎｄ

Ｔｒａｉｎｉｎｇ[ＤＥＥＴ]）からの資金援助で可能になった｡3）

このプロジェクトの目的はＬＯＴＥ教育の資格を持つ日本語教員を増やすことにあり、

特に、そのような教員を地方において増やし確保することである。Ｌ○ＴＥ教員の資格

とは、前述したＶＣＥの日本語を合格した学生（あるいは、それに相当する日本語能

力の持ち主）が大学で３年間日本語を専攻し、ＬＯＴＥ教授法も履修し、２２日間の教

育実習を終えていることが条件である｡4）

対象は現役の教員であるが、これがこのプロジェクトで大きな意味を持っている。

新卒の若手日本語教員が地方に定住することが希有なことは既に述べたが、地方に定
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住している教員に日本語教員資格を取得する機会を与えれば、地方での日本語教員の

確保、保持についての解決の道が開かれると考えた。参加教員は州立の初等、中等教

育レベルから当初２５人が選ばれ（後、１人辞退し２４人となる。）、その内訳は30歳

から５０歳半ばまでの地方の教員１９人、メルボルン市郊外からは５人の教員であった。

（３）ミックス授業形態一日本語運用能力向上をめざして－

実施期間は１９９３年７月から９４年１月まで、メルボルン大学のポストＶＣＥストリー

ム（１）の日本語コース（年間授業時間数１５０時間）に相当するものを、半年で終了

しなければならなかった｡5）これは、教員資格取得に必要な単位認定コースであるた

め、通常コースの時間数、内容と同じでなければならなかったからである。

受講者が現役のフルタイムの教員という性格上、ＩＴＶによる遠隔教育が必須であっ

たが、ＩＴＶだけでなく、従来からの授業形態である「facetoface」授業も取り入れ

るミックス形態をとった｡6）教員にとって重要なオーラル・スキル習得には、「face

toface」授業が不可欠であり、週末と休暇期間を利用して行うことにした。日本語

運用能力習得を目的に考えた結果、以下のようにIＴＶと従来の形態をミックスした

コースとなった。

①「ｆａｃｅｔｏｆａｃｅ」週末コースは、ＩＴＶ開始前の週末と１０月のある週末２日間の２

回行われた。また、「facetoface」集中授業コースとしてIＴＶの終了後、夏休み

である１月の３週間が使われた。

②ＩＴＶは、３学期と４学期の期間中（７月２０日から１２月１３日まで）、教員が職務

から解放される午後４時半から６時までの１時間半、週２回、放送された。しかし、

実際にはIＴＶ授業は１時間にし、学習者同士の口頭練習に３０分間使うことにした。

（４）コミュニケーション能力習得を念頭にいれたカリキュラムの模索

４つのマクロスキルの中で、学校の日本語教員に一番求められているのは「話す」

ことである。7）遠隔教育という制限の中で、非日本語母語話者である学習者に、４つ

のスキルのバランスを取りながら、どのようにしてこのスキルの習得を図るかという

ことが課題であった。従来の授業形態で行なわれる大学の日本語カリキュラムを、そ

のまま使用することはできない。ＩＴＶによる外国語教育は前例がなく、その先行モ

デルもなかった。通信衛星施設の有効な利用を考え、spokenskill習得に重点を置

くという観点から、新しいカリキュラム作成を模索した。その結果、次ページの表の

ように、１時間半の放送時間を５つのセクションに分け、教えることとした。

以下、カリキュラム作成上、特に配慮した点を列記する。
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①放送時には学習者は二人（ペア）で参加させ、口頭練習はペアワーク中心に進めた。

ペアワークの目的は、なるべく多く話す練習の時間を与えることであった。

②放送時に十分できない漢字、文法練習は宿題として２週間に一度、ファックスで送

らせ、添削とコメント付きで送り返すこととした。また、発音指導は２週間に一度、

ペアで録音した口頭練習のテープを郵送させ、採点、並びにモデル発音を挿入して返

送した。

③IＴＶのブリゼンターは２人１組とした。これは、モデル会話など１人でやるより２

人でのほうが自然であり、プリゼンター同士の「おしゃべり」を入れることにより、

テレビの持つ「一方通行」的な要素を回避しようとしたからである。また、オースト

ラリア人教師が英語で説明をし、日本人教師が日本語の例を提示するなど、双方の長

所を生かし役割分担をすることもできるからである。

④150時間のうち時間配分はIＴＶに費やす時間は60時間、それ以外の「facetoface」

授業には、全体の３分の２にあたる９０時間を費やすこととした。両方の長短所を考

慮した結果、ＩＴＶと「facetoface」授業を１：２の割合にすることになったので

ある。

⑤評価は２回の筆記試験と口頭試験が６０％、宿題が４０％とした。宿題の割合が通常

のコースより高いのは、遠隔教育の性質に鑑み、授業外でのワークロードを考慮に入

れたからである。

⑥日本語教育にとっても、学校の教員にとっても、必要な日本文化に関する知識につ

いては、数週間に一回、英語での２０分間の講義をIＴＶ授業の中に含めることとした。

時間帯

１．４：３０－４：５０（20分）

２．４：５０－５：０５（15分）

３．５：０５－５：２５（20分）

４．５：２５－５：４０（15分）

５．５：４０－６：００（20分）

内容

IＴＶ放送一前回の復習。新しい言語機能．文法の

ポイント提示。

放送休憩一学習者同士でペアーワークによる口頭

練習。

IＴＶ放送一ドリル、モデル会話提示。４．の時間帯

にやる学習活動・宿題提示。

放送休憩一学習者同士でペアーワークによる口頭

練習。３．で出た回答をファックスで送信する。

IＴＶ放送一学習者が電話で直接参加し、ペアーで

口頭発表。その日本語についてコメントし、ファ

ツクスの回答についてもフィードバックを提供。
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（５）プロジェクトの評価一学習者の立場から－

プロジェクト終了後、学習者と教師を含めた参加者によるアンケート調査が行われ、

最終報告書が作成された。そのアンケート調査によると、学習者は「日本語・日本文

化に対して知識が深まり、プロジェクトの日本語教育は学習者のニーズに合ったもの

である。」と回答し、全体的にはプロジェクト全般に関して高く評価した。しかし、

個々の点についてどうだろうか。

このプロジェクトの利点として学習者から挙げられた点は、地方の学習者が通学時

間をかけず、大学の単位認定コースが受講できることである。また、ＩＴＶは生放送で

あるが、それをビデオテープに取り何度も再生して学習に役立てられることも挙げら

れた。さらに、学習者の中にはIＴＶの有効性に疑問を表明する者もいたが、大半は

IＴＶと週末、休暇時の「facetoface」授業の組み合わせの方が、従来の遠隔教育

の中心である通信教育と休暇時の「facetoface」授業の組み合わせより好ましい

と、回答した。

一方、その短所として指摘された点は、伝統的な通常の授業形態と比較して、ＩＴＶ

は教師、学習者間のインターアクションに欠けることである｡8）

次に、学習者に対する支援体制であるが、これは、常勤の教員がこのようなプロフ

ェッショナル・デベロップメントに参加するときに、当然起こる問題である。学習者

は仕事と勉学の両立、さらに家庭を持っている場合、家庭サービスが困難なことを訴

えている。彼らのうちの９５％がＤＳＥに対して、最低週１日の勉強日が必要であると

希望したが、大学に対してはテープ、宿題添削など、授業以外の学習支援体制を高く

評価した。しかし、このプロジェクトが継続される場合、次回の「facetofacej授

業はメルボルンだけでなく、地方でも授業の実施を希望するものが大半であった。

実施期間に関しても、１年かけて行われるコースを、その半分の６ケ月で集中的に

実施したことに対して、大半の学習者は、特に話す能力の習得が困難であると回答し、

１年間で学習できるよう要望した。

放送期間中、「時間がない」という理由で「勉学が十分できない」と回答する者が

多かった。この「時間が十分ない」という問題は、学習者が家族と職業を持つ人であ

る限り、最後までつきまとう。周囲、特に学校長や家族の理解．支援の度合いが学習

者個人により差があり、２年目以降継続できるかどうかは、この点にかかっていた。

（６）プロジェクトの評価一ブリゼンター（教える側）の立場から－

このプロジェクトの利点として、教える側も、地方の学習者が通学時間をかけずに

大学の単位認定コースが受講できるという点を挙げている。また会話の提示は二人で
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行う方が自然で容易であることも利点として指摘している。

ＩＴＶ授業に関して一番大きな問題は、２０分という時間内に必要な事項を手際よく

網羅するには、周到な準備が必要となるため、通常の授業よりその準備時間が大幅に

かかることである。アンケートによれば一回の放送にかける準備は４時間から１５時

間という回答であった。その後、カメラに慣れるに従い準備時間は減少していったが、

通常の準備と異なりリハーサルが必要であるため、大幅に減少することはないだろう。

２．２年目、３年目の日本語教員養成プロジェクト

初年度に参加した２４名の教員のうち７名が継続を断念し、残された１７名に新しい

７名が加わり、１９９４年７月２２日から２年目の日本語教師養成プロジェクトが開始し

た。２年目、３年目のプロジェクトが初年度と異なる点は、まず連邦政府の資金援助

がなく、日本語教員資格に必要な残りの２年間の日本語コース終了まで、ＤＳＥが全て

資金を提供し、プロジェクト継続の保証をしたことである。

初年度のアンケート調査の結果２年目のカリキュラムを多少変更した。初年度と異

なる点は、ＩＴＶの時間数が６０時間から３８時間に減少し、「facetoface」の授業時

間数が９０時間から１１２時間に増えたことである。そのうち１２時間は週末に教師が受

講生の住む地方に出張して教えるという試みが、初めて加えられた。また、初年度受

講者が希望した週１日の「勉強日」は、ＤＳＥによって新たに承認され、実施された。

３年目のコースは、週末と休暇中に全て「facetoface」の授業が行われたが、そ

の中にコースの最後の締めくくりとして、１９９７年１月に３週間の予定で、北陸大学

で集中日本語を受講することが新しく決まった。日本での教育の意図は、日本での異

文化体験と日本語運用能力を更につけさせるためである。

このように１９９３年に始まった日本語教員養成試行プロジェクトは、９７年１月まで

受け継がれ、連邦、州政府の資金と多数の人間の努力を注ぎ込んで終了した。最初の

目的の一つである、日本語教員の正規の資格は取得できたが、期待通り学習者の日本

語運用能力は達成されたのであろうか。これに関しては次の節にゆずる。

３．オーストラリアの日本語教員の日本語運用能力

１０年前のオーストラリアでは正規の資格を持ち、高い日本語運用能力を持つ教員

数は需要に応えられるほど多くはなかった。現在でも、そのような教師が希少なのは

事実である。日本語非母語話者の教員の再教育・訓練コースに於いても、「話す」ス

キルの上達を願う受講生は多い。では、日本語教員の日本語能力が他のＬＯＴＥと比較

した場合、どのようなレベルなのか考えてみたい。

ＬＯＴＥ教員の言語運用能力について触れている報告書がある。１９９３年にＮＬＬＩＡ
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がオーストラリア言語・多文化教育審議会(ＡｕｓｔｒａｌｉａｎＣｏｕｎｃｉｌｏｎＬａｎｇｕａｇｅｓ

ａｎdMulticulturalEducation)と共同で出した「ＬＯＴＥ教師の雇用・供給に関する

全国調査報告書」（TheReportoftheNationalEnquiryintotheEmployment

andSupplyofTeachersofLanguagesOtherThanEnglish)である。

この報告書では、ＬＯＴＥ教員の言語能力に関して二つの異なった調査を行ったこと

が報告されている。しかし、両方とも能力試験の結果ではなく、教員自身が自己の言

語能力を「自己判定」した点で共通している。

最初の調査は、クイーンズランド州の教員がＡＳＬＰＲ（theAustralianSecond

LanguageProficiencyRating）Scaleと呼ばれる、第二言語能力を示すスケー

ルを使って、自身のＬＯＴＥ能力を自己評価したものである。ＡＳＬＰＲは０から０＋，１－，

１，１＋,２，３，４，５まで、９段階ある。同州の公立校でＬＯＴＥを教えるには、最低、レ

ベル３の能力が必要とされている｡9）この調査では６２５人の教師が「読み」、「書

き」、「話す」、「聞く」の四つのマクロスキルについて自己評価した。各々のスキ

ルによって違うが、４５％から６３％の教師がレベル３まで到達していないと回答して

いる｡'0）

さらに、この調査における、日本語教員自身による日本語能力の自己評価に関して

注目すべき点は、レベル３と回答した日本語教員が非常に少ないことである。「話す」

能力については、レベル２と自己評価した日本語教員は、全体の８９％を占め（イタ

リア語教師は２４％）、「聴解力」は８８％の日本語教員がレベル２と答えている（イ

ンドネシア語或いはマレー語教師は１６％）。「読解力」についてはレベル２と答え

ている日本語教員は８９％（イタリア語教師は１７％）である。「書く」能力に関して

は、８７％の日本語教師がレベル２と判定している（ドイツ語教師は４６％）。'１）

第二の調査は、クィーンズランド州を除く全土のＬＯＴＥ（１５の言語）教員２４３３人

が、自己の外国語能力を四つのマクロスキルについて、難易度の異なる教室でのタス

クごとに自己評価したものである。これに関しても日本語教員は、他のＬＯＴＥ教員と

比較すると、全体的に言語運用能力は低いことが分かる。例えば、「聴解力」につい

て「聞く能力」ありと答えた日本語教員は、スペイン語教師の６６％に比べ、僅か２５

％であった。また「話す」能力があると答えた日本語教員は、全体の僅か３３％（イ

タリア語教師は７０％）であった。「読む」能力に至っては、日本語教員全体の僅か

１９％しか「あり」と答えていない（アラビア語教師は９０％）。「日本語を書く」能

力があると回答したのは、全体の３７％しかいない。（それに比べ、中国語は７６％の

教員が「書く能力あり」と自己評価している。）'2）「日本語のラジオが聞ける」、「タ

スクを指導する際のステップを日本語で説明できる」などの項目についても、日本語
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教員の各々 のマクロスキルは、他のＬＯＴＥ教員に比べ劣っている。このように一般的

にいって、日本語教員は様々なタスクの遂行能力を低く評価していることが分かる。

報告書はこれらの調査結果を分析し、日本語教員に関しては否定的な結論を導き出

している。その中でいくつか、憂慮すべき点を挙げてみる。

①タスク遂行について、全体的に日本語教員の言語能力の自己評価は他のどのＬＯＴＥ

教員よりも低い。

②日本語教員の大多数が、自己の「話す」能力に関して、「満足な能力があると思っ

ていない。」と回答している。

③教員の多くは自分の言語能力では「タスクを容易に遂行できない」と考える。'3）

ただ、ここで留意しなければいけないのは、「日本語以外のＬＯＴＥ教員はその言語

の母語話者であることが多いが、大多数の日本語教員は非母語話者である。」という

点である。さらに、報告書は「日本語教師の大多数は、学習歴については大学での日

本語学習だけである。」ことを指摘している。’4）つまり、オーストラリアの日本語

教員は、主に高等教育機関で日本語を学習し、教員になったということである。大学

も教育省も運用能力の向上という課題に真剣に取り組む必要があることはこれで明瞭

である。

初等・中等教育の日本語教員は非母語話者が多いので、母語話者の多い他のＬＯＴＥ

に比べ日本語運用能力が低いことが指摘されたが、日本人教員を採用すれば言語運用

能力の問題が解決するかといえば、そうではない。日本人教員の場合、有資格者であ

っても、文化的・言語的バリアーの故に、教室管理が難しいことがよく指摘されてお

り、例えば、学生をコントロールするのに精一杯で、授業にならないことはよく聞か

れる話である。また、日本語以外の科目の担当もまかされることが多いが、日本人教

員でそれができる人は少ない。その上、学校の教員は教える以外に様々な職務があり、

その職務の遂行には、高い英語力が要求される場合が多い。

ビクトリア州の日本語教員養成プロジェクト修了者に対して、ＡＳＬＰＲスケールや

ＯＰＩ(OralProficiencylnterview)などを使って彼らの日本語運用能力を測定した

わけではないが、評価の記録と筆者の観察によれば、修了者の中でＡＳＬＰＲスケール

の３に達していた人は数えるほどしかいなかったと思われる。

おわりに

オーストラリア人教員の日本語能力を短期間に向上、維持することは容易ではない。

大きな学校であれば、複数の日本人とオーストラリア人教師がお互いの長短を補い合

うことができるが、そうでない場合は、「日本人アシスタント」の活用が当面の現実
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的な解決策であろう。特に地方の学校では有効なリソースである。ビクトリア州では

１９９７年には、２３３名の日本人アシスタントが公立校の補助教員として、オーストラ

リア人教師を補助したことが報告されている'5)。最新のデータがないので推測である

が、私立校も含めると、現在かなりの数の日本人アシスタントが、ビクトリア州の学

校で日本語教育に貢献していると思われる。

日本人アシスタント制度はオーストラリアの学校だけではなく、日本の大学の日本

語教師養成コースにとってもメリットがある。日本語教師養成講座の修了生にとって

は、日本では実習の機会が少ないという問題の解決策にもなり、事実、いくつかの大

学がビクトリア州の公立校へ学生をアシスタントとして派遣している'6)。

このルート以外にもアシスタント派遣を仲介する会社があり、そこを通して、来豪

する場合もある。日本人アシスタントが「経験のため」、「異文化体験のため」とい

って、自腹を切って無給で「協力」しているのが現状であるが、労働条件上で問題に

なるケースもあるようである。日本人アシスタント制度については、この他にも問題

があるが、拙稿ではそれらに触れることは目的ではない。今後、この制度が広がれば

実態調査をする必要が出てくるであろう。

ＪＥＴプログラムの下、日本の学校で英語教員アシスタントや英語教師をしてきた者

がオーストラリアに帰国後、学校で日本語教育に従事するケースが最近、増えている。

そのような日本語のコミュニケーション能力の高い人材を活用することも一つの解決

策であろう。彼らが初等・中等教育の日本語教育に携わるようになれば、言語能力、

日本に関する知識などにおいて日本語教育のレベルアップに繋がるであろう。

以上、連邦政府の援助の下、州教育省、高等教育機関の現役教員の再教育・研修と

の関わりについて、メルボルン大学の例を中心に考察してきたが、その努力は今後も

継続されなければならない。最近では１９９４年に設置されたＮＡＬＳＡＳ（National

AsianlanguagesandStudiesinAustralianSchools)が、初等・中等教育のア

ジア言語・文化教育の発展に寄与してきた'7)。今後の課題としては、教育省と高等教

育機関とが協力して、現役教員の日本語運用能力向上維持のため、教員の再教育・研

修にたゆまず取り組んでいくことが求められるであろう。

〔注〕

１）遠隔教育の中で「Telematic」とも呼ばれていたが、理論的背景など詳細につい

ては参考文献の中にある、Catchpoleの論文２編を参照されたし。

２）メルボルン大学からはIＴＶには４人の教師が参加したが、筆者はプロジェクトの

総監督として、プロジェクト運営にあたり、ＩＴＶにおいても自らプリゼンターとして
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加わった。

３）プロジェクトの総経費、約１５万豪ドルのうち、１２万６千５００ドルが連邦政府

(ＤＥＥＴ）からの援助でまかなわれ、残りはＤＳＥが負担した。

４）オーストラリアの大学の日本語コースは、出発点に於いて、初心者コースとＶＣＥ

の日本語修了者、交換留学生など、日本滞在の経験がある者を対象とした既習者コー

ス（通称ポストＶＣＥコース）に分かれているのが普通である。卒業時には到達点が異

なり、日本語能力レベルに差があるのは当然である。

参考までに１９９３年から１９９５年までのメルボルン大学の日本語コース・ストリーム

を下記に図で示す。１９９６年度からはコース名が変わり、現在はレベルｌから６まで

のコースとなっている。

初心者ストリーム ポストＶＣＥ（１） ポストＶＣＥ(２）

1年目 Beginner'ｓJapanese lntermediateJapanese AdvancedJapanesel

２年目 lntermediateJapanese AdvancedJapanesel AdvancedJapanese2

３年目 AdvancedJapanesel AdvancedJapanese2 AdvancedJapanese3

４年目（Honours） AdvancedJapanese2 AdvancedJapanese3 StudiesSubject

５）期間はＤＥＥＴからの資金援助機関が１９９３年７月１日から１９９４年１月３１日まで

であったため、この期間に完結する必要があった。

６）「facetoface」とは文字通り、教師と学生が顔と顔をつきあわせる授業という

意味でIＴＶに対する授業形態を指す言葉として使われた。

７）プロジェクト開始前と終了後に行ったアンケート調査でも、参加者の求めたスキ

ルは「話せるようになりたい」ことであった。

８）これについては９月の中間調査でも指摘され、放送の休み中に、電話、ファック

スの活用を更に促し、不利な面を克服する努力はなされた。

９）クイーンズランド州の公立校で教えるには、ＡＳＬＰＲスケールのレベル３が必要

であるとされているが、日本語非母語話者である教員にとってはかなり高いハードル

といえよう。スケールの詳細についてはDavidlngramの論文を参考にされたし。

１０）Nicholas:Ｐ､９５

１１）Nicholas:ｐ､９５

１２）Nicholas:ｐ､９５

１３）Nicholas:ｐ､９８とｐ､１００

１４）Nicholas:ｐ､１０２

母語話者の教員も対象になっているので、非母語話者だけに限れば、否定的な回答
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の数値はさらに高くなろう。

１５）ピット：Ｐ,４７

１６）筆者が知る限り、筑波大学、姫路濁協大学、国際基督教大学の日本語教師養成

コースの修了生がビクトリア州の公立校のアシスタントをしている。

１７）各州の教育省が日本語教員の養成、日本語能力向上維持に取り組んできた。

１９８９年からクイーンズランド州教育省でも現役教員を対象に始めた日本語教員養成

コースがあった。最近ではＮＡＬSAS資金援助で開始した○PＡＬ（○fferingProfes‐

sionalAccesstolanguages)の日本語教員再教育があるが、それに関しては浅岡

氏の報告を参照されたし。
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AddressinglssuesinJapaneseTeacherTraining：Lessonsfromthe

lnteractiveTelevisionProjectinVictoria

JunkoKumamoto-Healey

OitaUniversity

ＴｈｅｒｅｉｓｎｏｄｏｕｂｔｔｈａｔｔｈｅｅｘｐａｎｓｉｏｎoftheJapaneseLanguageProgrammeat

primary,secondaryandtertiarylevelsinAuｓｔｒａｌｉａｈａｓｂｅｅｎｄｕｅｔｏｔｈｅＣｏｍｍｏｎ‐

wealthGovernment'sinitiativesintheNationalLanguａｇｅＰｏｌｉｃｙｏｆｔｈｅｌ９８０ｓ・The

MinistryofEducation'seffortstoimplementthispolicyiｎｅａｃｈstateshouldalso

berecognized;ｉｎparticular,thethenDirectorateofSchoolEducation(ＤＳＥ）in

VictoriawassuccessfulinobtaiｎｉｎｇｆｕｎｄｉｎｇｆｒｏｍｔｈｅＦｅｄｅｒａｌＤｅｐａｒｔｍｅｎｔｏｆ

Ｅｍｐｌｏｙｍｅｎｔ,EducationandTraining（ＤＥＥＴ）toundertakeapilotproject

specificallytargetingpotentialteachersofJapaneseincountryVictoria・ＴｈｅＤＳＥ，

incollaborationwiththeDepartmentofJapaneseandChineseattheUniversityof

Melbourne,launchedthefirstlnteractiveTelevision(IＴＶ)Projecttoaddressthe

issues-thesupplyofappropriatelyqualifiedJapaneseteachersislimitedandthe

ｐｒｏｂｌｅｍｗａｓｅｖｅｎｍｏｒｅａｃｕｔｅｉｎｃｏｕｎｔｒｙＶｉｃｔｏｒｉａｗｈｅｒｅｔｈｅｒｅａｒｅｆｅｗ,ｉｆａｎｙ，

tertiarylanguagetrainingopportｕｎｉｔｉｅｓａｎｄｗｈｅｒｅｉｔｉｓｄｉｆｆｉｃｕｌｔｔｏattractand

retainsuitablyqualifiedJapaneseteachers,Therefore,accessforcountryteachers

tocredit-bearingJapaneselanguagecoursewasurgentlyrequired．

Throughtheproject,theUniversityprovidedamodifiedversionofitsfirstyear

post-VCEcoursethroughacombinationoflTVbroadcastsandintensiveresidential

workshops・Therewere24teacherswho,subsequently,wouldrequireafurther

twoyearsofpost-VCEJaPanesestudytogetherwiｔｈＬＯＴＥｍethod,includinga

LOTEteachingpracticetomeetDSEqualificationrequirementsfOrL○ＴＥ(Japanese）

teachers．

Ｔｈｅｓｅｃｏｎｄｐｏｓｔ－ＶＣＥｃｏｕｒｓｅｏｆｆｅｒｅｄｂｙｔｈｅＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙｏｆＭｅｌｂｏｕｒｎｅｗａｓ

ｍodifiedandadaptedformixmodedeliveryincorporatingface-tofaceteaching，

ITVbroadcastsandfax,telephoneandcomputerlinks・Thethirdpost-VCEcourse

wasofferedonlythroughface-to-faceteachingonweekendsandvacationperiods．
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Thecourseendedwithathree-weekintensiveJapanesecourseheldatHokuriku

UniversityinJapan．

Althoughthethree-yearJapaneseLanguageProjectwassuccessfulingeneral,the

challengestillremainseventoday;Japaneseproficiencyamongstschool-teachers

isnotashighasitshouldbe､Accordingtothesurveyconductednationallybythe

NationalLanguageandLiteracylnstituteofAustralia(NLLIA),mostJapanese

teachersratetheiroｗｎｌａｎｇｕａｇｅｓｋｉｌｌｓｂｅｌｏｗｌｅｖｅｌ３ｏｆｔheAustralianSecond

LanguageProficiencyRating(ASLPR)Scale､InQueenslandLOTEteachersare

expectedbytheMinistryofEducationｔｏｈａｖｅａｔｌｅａｓｔｌｅｖｅｌ３ｏｎｔｈｅＡＳＬＰＲＳcale．

ItisdifficultandtimeconsumingtoaddresstheissueofJapaneseteachertraining．

○nesolutionwouldinvolvetheutilizationofnativeJapanesetrainees/studentsas

assistantsinschools・ＡｎｏｔｈｅｒｗｏｕｌｄｂｅｔｈｅｕｓｅｏｆＡｕｓｔｒａｌｉanteachersofEnglish

whohadspentａｙｅａｒｏｒｓｏａｔＪａｐａｎｅｓｅｓｃｈｏｏｌｓａｓａｓsistantsContinuoussupport，

especiallyatFederalandStatelevels,incollaborationwithtertiaryinstitutionsfor

in-service/teachertrainingcourseswillbeincreasinglyneededinthefuture．
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<論文＞

オーストラリアにおける日本語教員の養成・研修に関する考察

一南オーストラリア州を事例として－

青木麻衣子

（北海道大学大学院国際広報メディア研究科研究生）

はじめ に

国際交流基金の調査によると、オーストラリア、韓国、インドネシア等の国々では、

近年、初等・中等教育段階における日本語学習者数が急増していることが報告されて

いる。特にオーストラリアでは、１９９０年代に入り、学習者数の伸びが著しいl)。

このような学習者数の増加は、同国の言語教育政策の展開と関係がある。後述する

ように、オーストラリアでは、１９９１年に発表された言語政策以降、国の経済発展と

言語教育とを関連付ける傾向が強まった。特に日本語は、オーストラリアと日本との

貿易関係において重要であるとされ2)、その教育が重視された。さらに１９９４年には、

『アジア言語とオーストラリア経済の将来』（AsianLanguagesandAustralia's

EconomicFuture：以下ＣＯＡＧレポート）が発表され、日本語をはじめとするアジ

ア諸国の四言語の教育が積極的に推進される体制が整えられた。

しかし、このような政策の推進にも拘らず、現在なお、日本語教育に関する種々の

課題が指摘されている。特に、教員に関する課題はその中核を占める3)。例えば、教

員数が不足しているというのは以前から指摘されている4)。また、教員の言語運用力

に対する自己認識は､数ある英語以外の言語(LanguagesOtherThanEnglish：以下

ＬＯＴＥ）教員の中で、日本語教員が最も低いとの報告もある5)。

このように現在、オーストラリアの日本語教育は、その政策が推進されているにも

拘らず種々の課題が指摘されるという状況にある。このような状況は、政策自体がう

まく機能していない、政策自体の推進が新たな問題を引き起こしているという疑問を

我々に生じさせる。

本研究の目的は、オーストラリアの日本語教育に見られる政策の推進と実際の状況

との「溝」を、特に種々の課題が指摘されている教員に視点を当てて明らかにするこ

とにある。筆者はこれまで、特に日本語教員の研修に焦点を当てその現状を概観し課

題を提示してきた6)。しかし、教員に関わる問題は教員の養成・研修という一貫した

流れの中で明らかにする必要があることから、本稿では教員の養成に関する考察を通

して、教員の教育に関する全体的な課題を提示し、日本語教育政策の推進と実際の
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状況の溝を明らかにしたいと考える。

本稿では、まず、言語教育政策の中でどのように日本語教育が推進される運びとな

ったのかを概観する。そしてそれにより、どのように日本語教育を支援する体制が整

えられていったのかを、特に教員の教育に焦点を当てて見ていく。これら政策レベル

の考察の後、日本語教員の教育が具体的にどのように実施されているのか、教員養成

を中心に見ていきたい。そして最後に、日本語教育に関する政策とその現状との関係

について、考察していく。

１．言語教育政策における日本語教育の位置づけの変遷

連邦政府の言語教育政策は、オーストラリアの政治的・経済的動向と密接な関わり

を有して策定され、推進されてきた。オーストラリアの日本語学習者数の増加は、連

邦政府の言語教育政策の展開と大きく関係している。

オーストラリアは、１９世紀後半から１９６４年の移民法の改正までの間、白豪主義を

国是としてきた。しかし、第二次世界大戦後の労働力不足によるアジア系移民の大量

受け入れ、宗主国であるイギリスからの政治的・経済的な独立の試み等により、その

政策を変更せざるを得なくなった。そのため、移民子弟に対する言語教育の必要やア

ジア諸国の言語に対する関心の高揚等が生じ、１９８７年に最初の全国的な言語政策で

ある『言語に関する国家政策』（NationalPolicyonLanguages：以下ＮＰＬ）が

発表された。ＮＰＬは、言語に関する問題として、言語に起因する不利な立場・差別

の克服、オーストラリア社会を構成する諸団体（民族コミュニティ、聾者や先住民

団体等）への支援等を掲げている7)。そして、言語に起因する問題の関係性を明ら

かにするために、政策で扱う言語の領域を①英語の能力、②ＬＯＴＥの維持と開発、

③ＬＯＴＥに対するサービスの提供、④第二言語としての英語に関する機会の提供と明

示した8)。

１９９１年には、新たな言語政策として『オーストラリアの言語：オーストラリアの

言語および識字に関する政策』(Australia'ｓLanguage：TheAustralianLanguage

andLiteracyPolicy：以下ALLP）が発表された。ＡＬＬＰは、言語に関する国の目標

を四つ掲げたが9)、オーストラリアのコミュニティを知的・教育的・文化的・国際的

に豊かにする、経済的・科学技術的、外交上・戦略上の発展に貢献する等の理由から、

特にＬＯＴＥの学習の拡張・促進を重視したlo)。

そして具体的にＬＯＴＥ教育の目標を、①2000年までに１２年生のＬＯＴＥ学習者数を

２５％増加させること、②２０００年までにすべてのオーストラリア人に、必要に応じ

たＬ○ＴＥ教育の機会を与えることと定めた１１)。ＡＬＬＰでは、これらの目標を達成す
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るために優先言語（prioritylanguages）を設定し、限られた数の教員、カリキュ

ラム資源や財源等を分散させないよう努めることが提言された。日本語は、オースト

ラリアと日本との貿易関係において重要な言語であるとの理由から、優先言語の一つ

に設定された'2)。

このような経済発展を念頭に置いた政策の流れは、１９９４年にオーストラリア政府

審議会（theCouncilofAustralianGovernment）が発表した『アジア言語とオ

ーストラリア経済の将来』（ＣＯＡＧレポート）で決定的となった。この報告は、オ

ーストラリアの経済発展のために、学校教育において、特に日本語をはじめとするア

ジア諸国の四言語（優先アジア言語）を教授すべきことを提言した'3)。そして、その

ために連邦政府が資金を拠出し、連邦政府の主導で言語教育を推進していく「オース

トラリアにおけるアジア言語・研究の国家プログラム」(NationalAsianLanguages

andStudiesinAustralianSchoolsProgram：以下ＮＡＬＳＡＳプログラム）が整備

された。現在、このプログラムは、各州で、州のＬＯＴＥ教育政策の中に組み込まれ、

積極的に推進されている。

ここで、言語教育政策の展開を振り返り、その目的の変遷を明らかにしたい。ＮＰＬ

は、それ以前に出された言語に起因する様々な要求が確立した政策であり、移民や先

住民の要求等、様々な言語教育に対する要求を包摂していた。しかし、１９９１年以降

ＡＬＬＰの確立を境に、日本語など一部のＬＯＴＥの教育が次第に国の経済発展と密接に

関連付けられるようになった。初等・中等教育段階の日本語学習者数が１９９０年代に

入り急速に増加傾向にあることは、連邦政府が言語教育政策を国の経済発展と密接に

関連付けるようになったこと、そしてそのために日本語を含む特定の言語に対しカリ

キュラムの作成や教員研修等の領域で支援を集中させたことと関連があるといえるで

あろう。そこで次に、課題が多く指摘される日本語教員に関し、その教育にどのよう

に支援が集中していったのかを明らかにしたい。

２．日本語教員の養成・研修に関する政策の歴史的展開

日本語教員の養成・研修の充実の必要は、アジア言語の教育に対する関心の高揚か

ら生じた。特に１９８０年代にはアジア言語の教育に関する政策や報告書が数多く出さ

れ、その中で日本語教員の養成．研修に関する提言が為された。例えば1980年には、

『オーストラリアの教育におけるアジア』（AsiainAustralianEducation）と

題する調査報告書が発表され、その中で言語教育における「教員教育14)」（teacher

education）の重要性が明示された15)。また、１９８９年には、アジア教育審議会

（AsianStudiesCouncil）が発表した政策の中で、アジア言語の教員数を増加させ
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る必要が提唱された'6)。しかしこの時期には、各州で言語教育に対する様々な要求が

生じており、また各高等教育機関においても独自に教員養成が進められており、アジ

ア言語の教育のみを推進していくための地盤は十分に形成されていなかった。つまり、

各州・各高等教育機関が各自の必要に応じた言語教育を実施していたのである。

このような状況は、１９８７年にＮＰＬが発表されると徐々に変化していった。ＮＰＬは

「教員教育機関は高い自律性を有しているが、教員雇用団体、政策決定団体、資金提

供団体と密接な関連を有している。また、カリキュラムの内容に拘束されることから、

言語教育政策からも大きな制約を受けることとなる。」'7)と述べ、国全体で言語教育

を推進するに際し、教員養成を担っている各高等教育機関が、独自のカリキュラムの

下で言語教員を養成することが、もはや困難であることを明らかにした。これは、国

家言語政策の確立により、連邦政府が言語教育を推進するために、従来、各高等教育

機関が独自に実施していた教員養成に対し、ある一定の介入を図ったことを意味して

いる。

１９９１年には、ＮＰＬに代わりＡＬＬＰが発表された。ＡＬＬＰは日本語をはじめとする

アジア言語の教員の養成・研修に関し、種々のプログラムを発足させた。具体的には

「言語・アジア研究と識字に対する支援プログラム」（theLanguages,AsianStudies

andLiteracySupportProgram）、「アジア言語の教員の国内研修に対する奨学金の

給付」（theAsianLanguagesTeachersln-CountryScholarships）が挙げら

れる１８)。前者は教員の専門性の開発（ProfessionalDevelopment）に対する支援

を、後者はアジア言語の教員に対し、アジア言語や文化の学習を深めるための国内研

修の機会を提供した'9)。これらのプログラムは財政的な支援を中心としていたが、連

邦政府が教員の言語能力や教授法に関する知識を高めることを重視していた点で重要

である。

さらに１９９４年にＣＯＡＧレポートが発表されると、連邦政府が優先アジア言語の教

員の養成・研修に積極的に取り組む体制が構築された。これにより発足したＮＡＬＳＡＳ

プログラムでは、「言語教員の供給と彼らの資質の向上が、プログラム全体の実施に

とって必要不可欠である｣20）と考えられており、「教員の訓練」や「教員の専門性の

開発」等、教員に対する支援が重視された。特に専門性の開発は、１９９５年より連邦

政府から特別に資金が提供され、積極的に推進されている2')。

以上の流れを行政面からまとめると、NPLは、それまで各高等教育機関で独自に実

施されていた教員教育に連邦政府が介入する契機を作った。そしてその後のＡＬＬP、

ＣＯＡＧレポートにより、教員教育に連邦政府が多大な影響力を有するようになった

と指摘することができるであろう。また、内容面からまとめると、教員教育の主眼は、
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1980年代には主として教員の数を増やすことにあったのに対し、１９９１年以降は、教

員の研修にまでその範囲が広がったことを指摘できる。このようにして、現在では、

連邦政府が教員の数を増やすこと、教員の専門性を開発することに積極的に取り組ん

でいる。そこで次に、教員教育がどのように実施されているのかを、主に高等教育機

関の実施する教員養成、各教育省が担う教員研修の順に見ていきたい。

３．日本語教員の養成・研修の現状

（１）日本語教員の養成

オーストラリアでは、大学等の高等教育機関が教員養成を担っている。また、各高

等教育機関が教員資格を付与できる唯一の機関である。各高等教育機関は財政的に連

邦政府より支援を受けているものの、基本的に各機関の自治が認められている22)。つ

まり、各高等教育機関のカリキュラムや授与資格等は、政策で調われている国の優先

事項を考慮しつつも各機関により決定されているのである。そのため、日本語教員の

養成を実施するか否かも、各高等教育機関により決定される。

一般的に、オーストラリアで初等教育段階の教員となるためには、４年間の教育学

に関する学士（BachelorofEducation）を取得する必要がある。また、初等教育

段階の教員は、全教科を教授しなければならない。一方、中等教育段階の教員となる

ためには、３年間の学士（Bachelor）を取得した後、１年間の教育学に関するデイ

プロマ（DiplomaofEducation）を取得する必要がある。また、中等教育段階の教

員は、大抵二つ以上の教授科目を有することを要求される。

日本語教員養成は、ＬＯＴＥ教員養成の一環として実施されている。現在、初等教育

段階のＬＯＴＥ教員養成課程を有している機関は１９機関、中等教育段階のそれは２６機

関である23)。それらのうち日本語教員養成を実施している機関は、初等教育段階で

１５機関、中等教育段階で２１機関と数あるＬＯＴＥの中で最も多い24)。初等教育段階の

日本語教員養成の多くは、教育学に関する学士を取得する課程で実施されている。一

方、中等教育段階の日本語教員養成の多くは、教育学に関するディプロマを取得する

課程で実施されている。

以上のことから、日本語教員養成は、初等・中等教育段階のそれとも、多くの大学

で実施され、多くの学生に門戸が開かれており、日本語教員の数を増やすことに貢献

していることが分かる。しかし、その課程が一般的な教員を養成する課程で実施され

ていることから、教員の専門性が重視されていないことも明らかである。そのため、

日本語能力や教授法に関する知識・能力が十分でない教員を多く輩出していることも

容易に推察できる。このような状況を改善するために、教員研修の実施は必要不可欠
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であるといえる。

（２）日本語教員の研修

先に述べた連邦政府の実施するＮＡＬＳＡＳプログラムは財政的な支援を中心とする

ため、日本語教員に対する研修は主として州教育省により実施されている。現在、各

州では、学校で優先アジア言語の教育を積極的に推進するために、各ＬＯＴＥ教育政策

の中で教育省が支援を重点的に提供する領域を明示している。教員に関する事柄は、

いずれの州でも支援を提供する領域に特定されており、日本語もまた、支援を集中的

に提供される言語に指定されている25)。

教員に関し、具体的に明示されている取り組みには、教員の募集方法の模索、教員

の能力基準の開発、各種教員研修の実施、高等教育機関との連携の四つが挙げられる。

中でも、各種教員研修の実施は、北部準州を除くすべての州で掲げられており、重視

されている。高等教育機関との連携も、半数以上の州で明示されている。また、州別

に見ると、南オーストラリア州は、すべての項目に支援を提供することを明示してお

り、教員研修に積極的に取り組んでいるといえる26)。

各種教員研修の代表的な取り組みには、専門性の開発と再教育（retraining）とが

ある。専門性の開発には、ＬＯＴＥ教員全般を対象としたものと日本語等特定の言語の

教員を対象としたものがある。これは、ＬＯＴＥ教員全般を対象とした取り組みの中で

日本語教員のＬＯＴＥ教育全体に関する専門性を高めるとともに、日本語教員のみを対

象とした研修により彼らの日本語等に関する知識・能力を高めることを目的として実

施されている。

再教育は、他教科もしくは他言語の教員を特定の言語の教員に教育し直すための取

り組みである。これは、日本語のように学習者数の急増が著しい言語や学習要求の高

い言語の教員数を増やすことを目的としている。また再教育は、教員資格の授与に関

わることから、各州教育省が独自に実施できるものではなく、各高等教育機関と協働

で進めることが必至となる。

以上のことから、日本語教員の研修は、第一に教員の日本語能力や教授法に関する

知識・能力を高めるとともに、教員の数を増やすことを念頭においていること、第二

に日本語教員にＬ○ＴＥ教員一般に必要な知識と日本語教員に特有の知識とを教授する

双方の研修が実施されていること、第三に州教育省が高等教育機関と協働で実施する

必要のあることという特徴が指摘できる。つまり、日本語教員の研修は、日本語教員

の養成で不十分と思われる点を補うとともに、言語教育政策を積極的に推進すること

を念頭に、その実施が推進されているのである。しかし、この二つの大きな目的を追

求しているがために、日本語教員の専門性の開発が十分でないと考えることもできる。
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そこで次に、

事例として、

たい。

日本語教員の研修に積極的に取り組んでいる南オーストラリア州を

さらに具体的にそれらがどのように実施されているのかを見ていき

４．南オーストラリア州における日本語教員の養成・研修の現状

（１）日本語教員の養成の現状

南オーストラリア州には、アデレード大学、南オーストラリア大学、フリンダ

ース大学の三つの大学が存在する。日本語教員の養成は、これらいずれの大学で

も実施されている。アデレード大学は中等教育段階の日本語教員を、南オースト

ラリア大学は初等教育段階の日本語教員を養成する課程を有しており、フリンダ

ース大学は双方の段階の日本語教員を養成する課程を有している。ここでは、双

方の課程を有するフリンダース大学を例にとり考察したい。

フリンダース大学の教員養成課程は、教育学部（DepartmentofEducation）

に設置されている。日本語教員養成は、①初等教育段階の教員になるための課程、

②中等教育段階の教員になるための課程で、ＬＯＴＥ教員養成の一環として実施さ

れている。それぞれの課程について、その内容の概略を以下に記す。

①初等教育段階で教鞭を執るための資格27）

この資格は、大学学部レベルと大学院レベルの双方で取得可能である。大学学

部レベルに入学した学生は、最初の二年間は一般教育科目に専念し、後の二年間

に専門的な教育に関する学習に従事する。専門的な教育に関する学習は、教育学

研究、カリキュラム研究、教育実習の三領域から成る。大学院レベルの課程に在

籍する学生は、専門的な教育に関する学習のみを履修する。

初等教育段階でＬＯＴＥの専門家として働くことを望む学生に対しては、ＬＯＴＥ

教授のための特別課程が、先に述べた大学学部レベルの三年目と四年目、大学院

レベルの一年目と二年目に用意されている。養成課程のカリキュラムは、表１の

通りである。
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蝿繍鍵：ＬＯＴＥに関する科に

表１フリンダース大学の初等教育段階のLOTE教員養成課程

（灘蕊蕊:LOTEに関する科目）

出典：TheFlindersUniversityofSouthAustraliaSchoolofEducation，

BachelorofEducation（Undergraduate＆GraduatePrograms）l999

CourseHandbook，１９９９，ｐ,１４より作成。

上表に「社会と環境」「自然科学」などの科目が存在することから、この課程は、

初等教育段階で教授することを必要とされる、全科目を教授する教員を養成すること

に主眼があることが分かる。日本語に関する科目は全くなく、ＬＯＴＥに関する科目も

「言語教授法」と「ＬＯＴＥ教員としての実習」の二つのみである。この課程では、日

本語教員としての専門性よりも初等教育段階の教員としての知識を教授することを重

視していると考えられる。

②中等教育段階で教鞭を執るための資格28）

この資格は、大学院レベルの課程で提供されている。ＬＯＴＥ教員の養成課程のカリ

キュラムは、表２に示す通りである。

表２フリンダース大学の中等教育段階のLOTE教員養成課程
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出典：TheFlindersUniversityofSouthAustraliaSchoolofEducation，
BachelorofEducation（Undergraduate＆GraduatePrograms）１９９９
CourseHandbook，１９９９，ｐ,４０より作成。

上表から明らかなように、この課程も先に述べた初等教育段階のＬＯＴＥ教員養成課

(鱗！総鍵：ＬＯＴＥに関する科日）

前期（単位） 後期（単位）

1年生

･発達、学習および教授（６）
･教育に関する科目（３）

●
●警譲響雲蕊慧響

（３）

(３）

･特別な目的のための教授（６）
･教育実習ｌＣ（３）

●
●警繍雲霧慧響 １

１
３
３

く
く

･生徒の学習に対する評価（３）

２年生

･教育実習の準備（６）
･教育実習２Ｃ（６）
●
●霧蕊響雲霧霧塞ｉ

（３）

(３）

･学校教育の社会的内容（６）

･選択科目（９）

･謹謹蕊灘謹鎚謹蕊蕊謹ii（３）

前期（単位） 後期（単位）

学部レベルの

３年生

(又は、大学院

レベルの１年生）

･発達、学習および教授（６）

･言語と文学１（ ３）

･数学２（３）

･社会と環境（３）

･教室活動のための言語（３）

･特別な目的のための教授（６）

･教育実習１Ａ，（３）

･言語と文学２（３）

･数学２ （３）

・自然科学（３）

学部レベルの

４年生

(又は、大学院

レベルの２年生）

･教育実習の準備 （６）

･教育実習２Ａ（ ６）

．;識嬢響ｉ蕊（３）
・人文又は科学（ ３）

学校教育の社会的内容（６）

言 語 と 文 化 ２ （ ３ ）

健康（３）

先住民研究（３）
磯繍蕊躍鍵醗識識錐鰯醗（３）



程と同様、一般的な教員を養成することを主眼としている。しかし、中等教育段階で

は、初等教育段階よりも教員が教授する科目が少ないことから、「教授に関する領域」

に配置されている「日本語」を履修することにより、自身の日本語能力を高めること

ができよう。

しかし、この課程も大学院レベルで実施されていることから、学生がこの課程に入

る前に修了した日本語学習経験は様々 であると考えられる。学生がこの課程に入る資

格として「日本語を含む学位を有すること」と明記されていることから、彼らの日本

語能力に一定の制約は設けられている。しかし、学位の具体的内容や日本語能力の程

度が明記されていないことからその制約は暖昧なものと捉えることもできる○

以上のように、フリンダース大学における日本語教員養成は、初等・中等教育段階

のそれとも、その開設科目から、日本語教員を養成することではなく一般的な教員を

養成することに主眼を置いていると捉えられるであろう。また、学生の日本語能力に

対する制約も暖昧で、日本語能力の低い学生が在籍することも容易に推察できる。実

際に、現在、日本語学習経験が一年もしくは一年未満の教員が、日本語教員全体の約

二割を占めるという指摘もある29)。

一般的に教員養成課程では、その専門性が取り上げられることは希である30)。その

ため、オーストラリアにおける日本語教員養成の現状は、一般的な教員養成の形式を

踏襲しておりその内容も適切であると捉えることもできる。しかし日本語教育がＬＯＴＥ

教育政策の中で積極的に推進されているにも拘らず、教員の日本語能力に関し数々の

問題が指摘されているという現状を鑑みると、日本語教員としての専門性を高めるた

めの教育が必要不可欠であるといえる。継続的な研修の実施と共に、養成課程の中で

日本語教員の専門性をいかに高めていくかが課題であろう。

（２）日本語教員の研修の現状

南オーストラリア州における日本語教員の研修は、研修の実施者により、①州教育

省、②大学、③日本語教師会、④他の機関・組織（国際交流基金、日本財団等）、⑤

各学校が実施する研修に大別することができる。ここでは、同州の日本語教員の研修

に中心的に取り組んでいる州教育省の実施する研修を取り挙げて考察したい31)。

州教育省は、現在、主として教員の言語能力や教授法に関する知識を高めるための

専門性の開発と、教員数を増やすための再教育に対する支援を提供している。専門性

の開発には、「日本語教員のための日本語コース」、「言語教授と学習の新しい方向

性の探求」、「専門性を開発するための研修」という三つのプログラムがある。これ

ら三つのプログラムのうち、日本語教員のみを対象としたものは「日本語教員のため

の日本語コース」のみである。これは、同州と交友関係にある岡山県に滞在する短期
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間の滞日研修である。具体的な研修の内容は、ホーム・ステイ、学校訪問、観光等で

ある32)。このような研修は、教員の日本に対する興味．関心を高めるためには有効で

ある。しかし、日本語教員のみを対象とした唯一の研修であるにも拘らず、その内容

が彼らの日本語能力の向上に直接関わるものでないということは、日本語教員の専門

性を開発するのに不十分であると指摘せざるを得ない。また、いずれの研修にも拘束

性がないことから、自身の日本語能力等の向上に関心のない教員をいかに研修に参加

させるかも課題である。

一方、再教育には、「再教育プログラム」、「資格取得のためのコース受講に対す

る奨学金の付与」という２種類の支援が提供されている。「再教育プログラム」は、

遠隔地や教員配置の困難な地域にある学校にＬＯＴＥ教員を加配することを目的として

実施されている。また、「資格取得のためのコース受講に対する奨学金の付与」は、

ＬＯＴＥ教員の資格を有しておらず、既に学校でＬＯＴＥを教授している教員に対し、資

格取得のための機会を提供するために設けられている。双方の研修とも資格取得に関

わることから、主に高等教育機関により実施されている。州教育省は、参加者に対し

財政的な支援を提供しているが、研修の内容に関しても、今後、高等教育機関と連携

を図っていく必要があろう。再教育により教員数を増やすのはもちろんのこと、彼ら

の専門性をいかに向上させていくかが、日本語教育の推進に大きく影響するからであ

る。

おわりに

これまで、オーストラリアの日本語教員の養成・研修の必要が同国の言語教育政策

の中でどのように提唱され、それがどのように実施されているのかを考察してきた。

最後にまとめとして、その現状を分析し、そこから明らかになることを整理したい。

今まで見てきたように現在、多くの大学で日本語教員養成が実施されている。また、

教員養成以外の方法で日本語教員数を増やすための再教育と、彼らの言語能力や教授

法に関する知識・能力を高めるための種々の取り組みが実施されている．つまり、行

政的な面から見ると、日本語教員の「量的拡大」と「質的向上」の双方を目的とした

取り組みが数多く実施されているといえる。日本語教員の量的拡大は、主として各大

学が実施する日本語教員養成と各州の教育省が実施する再教育により図られている。

それに対し、日本語教員の質的向上は、各大学が実施する現職教員研修や、各州の教

育省等が実施する専門性の開発により図られている。

しかし、南オーストラリア州の例で示したように、日本語教員の養成・研修の内容

は十分とはいえない。大学が実施している日本語教員養成は、初等・中等教育段階の
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双方の課程とも、「一般的」な教員を養成することに主眼があり、彼らの日本語能力

や教授法に関する知識・能力を高めること、つまり「日本語教員」を養成することに

力点を置いていない。一方、州教育省が実施している日本語教員研修は、再教育、専

門性の開発ともに、日本語教員の言語能力や教授法に関する知識・能力を向上させる

ことを目的としているが、日本語教員のみを対象とした研修は少なく、その内容もホ

ーム・ステイ、学校訪問等で、十分とはいえない。

このように、行政面からは数々の取り組みが実施されているにも拘らず、その内容

が不十分であるという日本語教員の養成・研修の現状は、政策の推進にその実状が追

いついていないと捉えることができるのではないか。政策面から見ると、日本語は優

先アジア言語の一つに指定され、積極的にその教育を推進すべきことが提唱されてい

る言語である。しかし、同時に政策の実施面、特に教員の教育という面からみると、

その突出性は失われる。現段階では、日本語は、数あるＬＯＴＥの一つに過ぎないのか

もしれない。今後、同国において日本語教育を今まで以上に積極的に推進していくの

であれば、教員教育等に対する支援体制を強化するという理由から、その実施上の突

出化が必要であろう。つまり、ＬＯＴＥ教育の一環としての日本語教育、アジア言語の

一言語としての日本語という位置付けを再考する必要がある。

しかし同時に、多文化主義を国是とするオーストラリアにおいて、日本語にそのよ

うな特権的な地位を与えることがどのような意味を持つのかは、改めて問い直す必要

があろう。オーストラリアで必要とされる様々な言語の教育との関係から日本語教育

の意義と役割とを再考していかなければならない。本稿では、そこまで考察すること

はできなかった。今後の課題としたい。
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１７）LoBianco,Joseph,ｏｐ､Cit・’１９８７．ｐ,１３５．

１８）ＣｏｕｎｃｉｌｏｆＡｕｓｔｒａｌｉａｎＧｏｖｅｒｎｍｅｎｔ（ＣＯＡＧ)，ＡｓｉａｎＬａｎｇｕａｇｅｓ

ａｎｄＡｕｓｔｒａｌｉａ'ｓＥｃｏｎｏｍｉｃＦｕｔｕｒｅ，ＡＧＰＳ，１９９４，ｐ､ｖ１１，Ｖ１１１．

１９）Ｉbid、

２０）ＮａｔｉｏｎａｌＡｓｉａｎＬａｎｇｕａｇｅｓａｎｄＳｔｕｄｉｅｓｉｎＡｕｓｔｒａｌｉａｎＳｃｈｏｏｌｓ

(ＮＡＬＳＡＳ）Ｔａｓｋforce・ＰａｒｔｎｅｒｓｈｉｐｆｏｒＣｈａｎｇｅ：ＴｈｅＮＡＬＳＡＳＩｎｉｔｉａｔｉｖｅ

Ａｎｌｎｔｅｒ
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ｉｍＰｒｏｇｒｅｓｓＲｅｐｏｒｔｏｆｔｈｅＦｉｒｓｔＱｕａｄｒｅｎｎｉｕｍｏｆｔｈｅＮＡＬＳＡＳＩｎｉｔｉａｔｉｖｅ

ｌ９９５－１９９８．１９９８．ｐ､１２

２１）NSLSASTaskforce,ｏｐ,Cit、１９９８，p、

２２）当時の教育担当大臣、ドーキンス氏により１９８９年に『高等教育：政策提言文書

』（HigherEducation:aPolicyStatement）が発表された。これにより、高等

教育制度の大幅な改革が実施される運びとなった。高等教育改革に関する詳しい内容

は、杉本和宏「オーストラリア高等教育システムの転換過程一『二元制』から『一元

制』へ－」『名古屋大学教育学部紀要（教育学）』第44巻第一号、１９９７年．を参照

のこと。

２３）Nicholas,Ｈｏｗａｒｄｅｄ、LanguagesattheCrossroads,NationalLangua‐

gesandLiteracylnstituteofAustralial993､ｐｐ､２５６～２６６より算出。

２４）同上。

２５）ＡＣＴGovernment､LanguagesOtherThanEnglishinACTＧｏｖｅｒｎｍｅｎｔ

Ｓｃｈｏｏｌｓ：ＳｅｔｔｉｎｇＤｉｒｅｃｔｉｏｎｓｆｏｒＬ○ＴＥ１９９４－２００６ＲｅｖｉｓｅｄＡｃｔｉｏｎＰｌａｎ、

１９９４．ＮＳＷＤｅｐａｒｔｍｅｎｔｏｆＳｃｈｏｏｌＥｄｕｃａｔｉｏｎ・ＬａｎｇｕａｇｅｓＯｔｈｅｒＴｈａｎＥｎｇ‐

lish・ＮｏｒｔｈｅｒｎＴｅｒｒｉｔｏｒｙＤｅｐａｒｔｍｅｎｔｏｆＥｄｕｃａｔｉｏｎ・’９９４．．NorthernTerrito‐

rｙＰｏｌｉｃｙｏｎＬａｎｇｕａｇｅｓＯｔｈｅｒＴｈａｎＥｎｇｌｉｓｈ、１９８８，ＤｅｐａｒｔｍｅｎｔｏｆＥｄｕｃａ‐

tion,Ｑｕｅｅｓｎｌａｎｄ・ＷｏｒｋｉｎｇＤｒａｆｔｆｏｒｔｈｅＦｕｔｕｒｅｌｍｐｌｅｍentationofLOTE

inQueesnland・’９９４.DepartmentofEducation,ＴｒａｉｎｉｎｇａｎｄＥｍｐｌｏｙｍｅｎｔ，

ＳｏｕｔｈＡｕｓｔｒａｌｉａ・ＴｈｅＬａｎｇｕａｇｅｓＯｔｈｅｒＴｈａｎＥｎｇｌｉｓｈＰｌａｎ’９９８－２００７．

１９９８.ＤｅｐａｒｔｍｅｎｔＥｄｕｃａｔｉｏｎａｎｄＡｒｔs，ＴａｓｍａｎｉａＬａｎｇｕａｇｅｓＯｔｈｅｒＴｈａｎ

Ｅｎｇｌish、１９９５．ＤｉｒｅｃｔｏｒａｔｅＳｃｈｏｏｌｏｆＥｄｕｃａｔｉｏｎ．ＬＯＴＥ：MinisterialAdviso‐

ｒｙＣｏｕｎｃｉｌｏｎＬａｎｇｕａｇｅｓＯｔｈｅｒＴｈａｎＥｎｇｌｉｓｈＲｅｐｏｒｔｔｏｔｈｅＭｉｎｉｓｔｅｒｆｏｒ

Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ，１９９４．

２６）Ｉbid、

27）TheFlindersUniversityofSouthAustralia・SchoolofEducation,Bach‐

elorofEducation（Undergraduate＆GraduatePrograms）１９９９Ｃｏｕｒｓｅ

Ｈａｎｄｂｏｏｋ、１９９９．ｐｐ,８～１４．

２８）Ｉbid､ｐｐ､３９，４０．

２９）ＤＥＥＴ,ＮＩＬＬＡ,UnlockingAustralia'sLanguagePotential：Profilesof

９ＫｅｙＬａｎｇｕａｇｅｓｉｎＡｕｓｔｒａｌｉａ，Ｖｏｌｕｍｅ７：Ｊａｐａｎｅｓｅ，ＮＩＬＬＡ，１９９４，ｐ､６１，６４．

３０）日本の教員養成課程でも、教育関係科目がその中核を占め、各教科に関する科目

は、別途必要科目としてその履修が要求されている。
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31）資格認定の都合上、現在、州教育省と大学とが教員研修を協働で実施すること

が必至となっている。また、国際交流基金や日本財団等の研修への参加も州教育省

を通すことが多い。南オーストラリア州の教員研修の具体的な内容については、拙稿

（１９９９）を参照のこと。

32）ＤＥＴＥ､JapaneseCourselnformationforApplicants（Re-Advertise‐

ｍｅｎｔ)．１９９９．
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AStudyofTeacherEducationforJapaneseLanguageTeachersinAustralia

‐ＴｈｅｃａｓｅｏｆＳｏｕｔｈＡｕｓｔｒａｌｉａ‐

ＭａｉｋｏＡＯＫＩ

ｌｎＡｕｓｔｒａｌｉａ，ｔｈｅｎｕｍｂｅｒｓｔｕｄｅｎｔｓｗｈｏａｒｅｌｅａｒｎｉｎｇＪａｐａｎｅｓｅｈａｓｂｅｅｎ

ｉｎｃｒｅａｓｉｎｇｒａｐｉｄｌｙｆｒｏｍｌ９９０ａｔｗｈｉｃｈｔｉｍｅｔｈｅＧｏｖｅｒｎｍｅｎｔｓｔａｒｔｅｄｐｒｏ‐

ｍｏｔｉｎｇＪａｐａｎｅｓｅｌａｎｇｕａｇｅｅｄｕｃａｔｉｏｎａｔｓｃｈｏｏｌｓｉｎｉｔｓＡｓｉａｎｌａｎｇｕａｇｅｅｄｕ‐

cationpolicies・Ｉｎｌ９９４,ｔｈｅＣｏｕｎｃｉｌｏｆＡｕｓｔｒａｌｉａｎＧｏｖｅｒｎｍｅｎｔｉｓｉｓｓｕｅｄｔｈｅ

ｒｅｐｏｒｔＡｓｉanLanguagesandAustralia'ｓＥｃｏｎｏｍｉｃＦｕｔｕｒｅ（ＣＯＡＧｒｅｐｏｒｔ)，

ａｎｄｔｈｉｓｒｅｐｏｒｔｅｓｔａｂｌｉｓｈｅｄｔｈｅＮａｔｉｏｎａｌＡｓｉａｎＬａｎｇｕａｇｅｓａｎｄＳｔｕｄｉｅｓｉｎ

ＡｕｓｔｒａｌｉａｎＳｃｈｏｏｌｓＰｒｏｇｒａｍ・Ｔｈｅａｉｍｏｆｔｈｉｓｐｒｏｇｒａｍｗａｓｔｏｓｅｔｕｐａ

ｓｙｓｔｅｍｉｎｗｈｉｃｈｔｈｅＧｏｖｅｍｍｅｎｔｐｒｏｍｏｔｅｓｔｈｅｔｅａｃｈｉｎｇｏｆｆｏｕｒＡｓｉａｎｌａｎ‐

ｇｕａｇｅｓｉｎｃｌｕｄｉｎｇＪａｐａｎｅｓｅｉｎｐａｒｔｉcular，ｗｉｔｈｔｈｅｇｏａｌｔｈａｔｓｕｃｈｌａｎｇｕａｇｅ

ｅｄｕcationcontribｕｔｅｔｏｅｃｏｎｏｍｉｃｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｉｎＡｕｓｔralia・Ｔｏｅｎｓｕｒｅｔｈｅ

ｓｕｃｃｅｓｓｏｆｔｈｅｐｒｏｇｒａｍ，ｔｈｅＣｏｕｎｃｉｌｅｍｐｈａｓｉｚｅｄｔｈａｔｉｔｗａｓｎｅｃｅｓｓａｒｙｔｏ

ｓｔｒｅｎｇｔｈｅｎｔｅａｃｈｅｒｅｄｕｃａｔｉｏｎ・

ＨｏｗｅｖｅｒｗｈｉｌｅｔｈｅｐｏｌｉｃｙｏｆｅｎｃｏｕｒａｇｉｎｇＪａｐａｎｅｓｅｌａｎｇｕａｇｅｅｄｕｃａｔｉｏｎ

ｉｓｂｅｉｎｇｃａｒｒｉｅｄｏｕｔ，ｍａｎｙｐｒｏｂｌｅｍｓｗｉｔｈＪａｐａｎｅｓｅｌａｎｇｕａｇｅｔｅａｃｈｅｒｓ

ｈａｖｅｂｅｅｎｐｏｉｎｔｅｄｏｕｔ・ＴｈｅｒｅｉｓｂｏｔｈａｓｈｏｒｔａｇｅｏｆｉｎｎｕｍｂｅｒｏｆＪａｐａｎｅｓｅ

ｌａｎｇｕａｇｅｔｅａｃｈｅｒｓａｎｄａproblemwithinsufficientJapanesｅｌａｎｇｕａｇｅａｂｉｌｉ‐

ｔｙ・

Ｔｈｅｐｕｒｐｏｓｅｏｆｔｈｉｓｐａｐｅｒｉｓｔｏｍａｋｅｃｌｅａｒｔｈｅｇａｐｂｅｔｗｅｅｎｔｈｅｐｏｌｉｃｉｅｓ

ａｎｄｔｈｅａｃｔｕａｌｃｉｒｃｕｍｓｔａｎｃｅｓｓｕｒｒｏｕｎｄｉｎｇＪａｐａｎｅｓｅｌａｎｇｕａｇｅｅｄｕｃａｔｉｏｎ

ｆrｏｍｔｈｅｖｉｅｗｐｏｉｎｔｏｆｔｈｅｅｄｕｃａｔｉｏｎｏｆＪａｐａｎｅｓｅｌａｎｇｕａｇｅｔｅａｃｈｅｒｓ・

Ｐｒｅ－ｓｅｒｖｉｃｅｐｒｏｇｒａｍｓｆｏｒＪａｐａｎｅｓｅｌａｎｇｕａｇｅｔｅａｃｈｅｒｓａｒｅｈｅｌｄｂｙｕｎｉ‐

ｖｅｒｓｉｔｉｅｓａｎｄａｒｅｉｎｃｌｕｄｅｄｉｎｔｈｅｐｒｏｇｒａｍｓｆｏｒＬａｎｇｕａｇｅｓＯｔｈｅｒＴｈａｎ

Ｅｎｇlish（ＬＯＴＥ）teachers,Thenumberofuniversitiesofferinｇｃｏｕｒｓｅｆｏｒ

ｔｒａｉｎｉｎｇＪａｐａｎｅｓｅｌａｎｇｕａｇｅｔｅａｃｈｅｒｓｉｓｌａｒｇｅ・Ｂｕｔ，ｔｈｅｓｅｃｏｕｒｓｅａｒｅｎｏｔ

ｏｎｌｙｆｏｒＪａｐａｎｅｓｅｌａｎｇｕａｇｅｔｅａｃｈｅｒｓｂｕｔａｌｓｏｆｏｒｇｅｎｅｒａｌｔｅａｃｈｅｒｓａｔｐｒｉ‐

ｍａｒｙａｎｄｓｅｃｏｎｄａｒｙｌｅｖｅｌｓ・

Ｏｎｔｈｅｏｔｈｅｒｈａｎｄ，ｓｔａｔｅｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔｓｍａｉｎｌｙｈｏｌｄｉｎ－ｓｅｒｖｉｃｅｐｒｏｇｒａｍｓ

ｆｏｒＪａｐａｎｅｓｅｌａｎｇｕａｇｅｔｅａｃｈers・ＩｎｔｈｅｃａｓｅｏｆＳｏｕｔｈＡｕｓｔｒａｌｉａ，ｗｈｉｃｈ
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offerｓｔｈｅｂｅｓｔｉｎ－ｓｅｒｖｉｃｅｔｒａｉｎｉｎｇ，ｔｈｅｒｅａｒｅｔｗｏｋｉｎｄｓｏｆｐｒｏｇｒａｍｓ，

Ｏｎｅｉｓｒｅｔｒａｉｎｉｎｇ，ａｎｄａｎｏｔｈｅｒｉｓｐｒｏｆｅｓｓｉｏｎａｌｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ・Ｒｅｔｒａｉｎｉｎｇ

ｉｓｉｍｐｌｅｍｅｎｔｅｄｔｏｉｎｃｒｅａｓｅｔｈｅｎｕｍｂｅｒｓｏｆＪａｐａｎｅｓｅｌａｎｇｕａｇｅｔｅａｃｈｅｒｓ，

ａｎｄｌｅａｄｔｏｔｈｅｉｒｐｒｏｆｅｓｓｉｏｎａｌｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｂｙｅｎｈａｎｃｉｎｇｔｈｅｉｒａｂｉｌｉｔｙａｎｄ

ｋｎｏｗｌｅｄｇｅｏｆＪａｐａｎｅｓｅ・Ｂｕｔ，ｔｈｅｒｅｉｓｏｎｌｙｏｎｅｐｒｏｇｒａｍｆｏｒＪａｐａｎｅｓｅｌａｎ‐

guageteachers，ａｎｄｔｈｅｂｕｌｋｏｆｔｈｅｐｒｏｇｒａｍｉｓａｔｏｕｒｔｏＯｋａｙａｍａ－ｐｒｅｆｅｃ‐

ture，ｗｈｉｃｈｉｓｓｉｓｔｅｒ－ｃｉｔｙｗｉｔｈＳｏｕｔｈＡｕｓtralia・Ｔｈｅｒｅｉｓｎｏｔｓｕｆｆｉｃｉｅｎｔｃｏｎ‐

ｔｅｎｔｔｏｅｎｈａｎｃｅｔｈｅｉｒａｂｉｌｉｔｙｏｆJapanese・

Ａｓａｒｅｓｕｌｔ，ｔｈｅｐｒｏｇｒａｍｓｔｏｉｎｃｒｅａｓｅｔｈｅｎｕｍｂｅｒｓｏｆＪａｐａｎｅｓｅｌａｎ‐

ｇｕａｇｅｔｅａｃｈｅｒｓａｒｅｍａｎｙ，ｂｕｔｔｈｅｙｄｏｎｏｔｓｕｃｃｅｅｄｉｎｅｎｈａｎｃｉｎｇｔｈｅａｂｉｌｉ‐

ｔｙａｎｄｋｎｏｗｌｅｄｇｅｏｆＪａｐａｎｅｓｅ・Ｔｈｉｓｉｓｎｏｔａｎｅｗｐｒｏｂｌｅｍ・Ｔｈｕｓｌｃｏｎｃｌｕｄｅ

ｔｈａｔｔｈｅｐｒｏｍｏｔｉｏｎｏｆＪａｐａｎｅｓｅｌａｎｇｕａｇｅｅｄｕｃａｔｉｏｎａｔｔｈｅｐｏｌｉｃｉｅｓｌｅｖｅｌ

ｌｅａｄｓｔｏｎｅｗｐｒｏｂｌｅｍｉｎｔｈａｔｔｈｅｓｙｓｔｅｍｐｒｏｄｕｃｅｓａｌａｒｇｅｎｕｍｂｅｒｏｆ

ｔｅａｃｈｅｒｓｗｈｏｓｅＪａｐａｎｅｓｅｌｅｖｅｌａｒｅｌｏｗ．

ＩｆｉｔｉｓｓｔｉｌｌｎｅｃｅｓｓａｒｙｔｏｐｒｏｍｏｔｅＪａｐａｎｅｓｅｌａｎｇｕａｇｅｅｄｕｃａｔｉｏｎｏｖｅｒｃｕｒ‐

ｒｅｎｔｌｅｖｅｌｓｉｎＡｕｓｔｒａｌｉａ，ｔｈｅｓｙｓｔｅｍｏｆｔｅａｃｈｅｒｅｄｕｃａｔｉｏｎｆｏｒＪａｐａｎｅｓｅｌａｎ‐

ｇｕａｇｅｔｅａｃｈｅｒｓｈａｓｔｏｂｅｓｔｒｅｎｇｔｈｅｎｅｄｍｏｒｅｎｏｗｉｎｏｒｄｅｒｔｏｅｎｈａｎｃｅｔｈｅ

ａｂｉｌｉｔｙｏｆＪａｐａｎｅｓｅｔｅａｃｈｅｒｓ・Ｂｕｔ，ａｓＡｕｓｔｒａｌｉａｉｓａｍｕｌｔｉｃｕｌｔｕｒａｌｓｏｃｉｅｔｙ，

ｗｈｉｃｈｈａｓｍａｎｙｄｅｍａｎｄｓｆｏｒｌａｎｇｕａｇｅｅｄｕｃａｔｉｏｎ，ｗｅｐｅｒｈａｐｓｓｈｏｕｌｄ

ｒｅｃｏｎｓｉｄｅｒｔｈｅｍｅａｎｉｎｇａｎｄｒｏｌｅｏｆＪａｐａｎｅｓｅｌａｎｇｕａｇｅｅｄｕｃａｔｉｏｎｉｎ

Ａｕｓｔｒａｌｉａｉｎａｍｕｌｔｉｃｕｌｔｕｒａｌｃｏｎｔｅｘｔ，ｂｅｆｏｒｅａｄｖｏｃａｔｉｎｇｐｒｏｍｏｔｉｏｎｏｆ

Ｊａｐａｎｅｓｅｌａｎｇｕａｇｅｅｄｕｃａｔｉｏｎ．
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【現状報告】

南太平洋３カ国の教育の現状

笹森健

(青山学院大学）

同じオセアニア地域にありながら従来は紹介されることがなかった南太平洋３カ国、

すなわちサモア、トンガ、フイジーの教育の現状について報告したい。この地域につ

いては、本学会の２年と３年前の大会でヴァヌアツが取り上げられ、初めて研究の光

が当てられたことは記憶に新しい。

今回は上記３カ国について、まずどのような状況であるかを把握するために現況を

報告し、後日種々の側面から分析した研究報告を提示したく考えている。

筆者は本年（２００１年）８月１６日から９月６日まで、これら３カ国を訪問して各国

の教育省、大学の関係者や初等、中等学校を訪問して校長などとの懇談をする機会を

もった。その目的は、わが国の教育で忘れてしまったものが見つけられるのではない

か、そこには教育の原点といわれるものが見いだせるのではないかといった素朴な疑

問からである。以下でその概略を記したい。

１．サモアの現状

サモサは１９９９年時点で人工約１７万人でその面積はほぼ鳥取県に匹敵し、ウポル

島とサバイイ島の他小さな島合計９つの島により成り立つ国である。１８９９年ベルリ

ン会議で東西サモアの２つに分けられ、東サモアはアメリカ、西サモアはドイツ領と

なったが、西サモアは１９１４年第１次世界大戦によりニュージーランド軍により占領

され、その後'９４７年にはニュージーランドの国連信託統治領となった。１９６２年ポリ

ネシア初の独立国として西サモア共和国となり、１９９７年国名をサモアと改め現在に

至っている。首都はアピアである。

住民はポリネシア系のサモア人が９３％、残りが欧州系の混血で７％である。言語は

サモア語と英語が公用語となっており、識字率は１９９１年の国勢調査では９８．２％とな

っている。（２０００年教育統計）宗教はキリスト教が９９．７％とほぼ全国民がクリスチ

ャンである。政治体制は立憲君主制で内閣は立法議会選出の首相と８人の閣僚で構成

され、立法議会自体はｌ院制で49人の議員となっている。ただ、その内の47人がマタ

イの称号をもつ者で、この国の社会的特徴である氏族制を母体とするマタイ制度がこ
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こに根強く浸透していることがわかる。

教育の現状（出典は２０００年の教育統計および教育省年報）

学年度は３学期制で１月末日より１２月８日までとなっている。

学校数は小学校（８年）は合計162校で公立143校、私立１９校、中等学校（３年）は

合計24校で公立２１校、私立３校、上級中等学校（２年）は合計２１校で公立４校、私

立１７校となっている。上級中等学校では教会などが設置するものが圧倒的に多いこと

が特色としてあげられる。

義務教育は５歳から１４歳となっており、義務段階の学校は当然のこととはいえ、公

的に保障していることがわかる。（トンガ、フイジーでは異なることに注目。）

高等教育機関は国立サモア大学、サモアエ業専門学校の他5校ある。国全体として

は、公立が７９％、教会が設置するもの１９％、その他の私的団体が設置するもの２％と

なっている。

この国では教育の質的現状の把握のため、国家が試験を実施している。すなわち、

小学校の４年と６年、それに最終学年の８年生で実施している。４年と６年の試験は

サモア初等教育識字段階テスト（SamoaPrimaryEducationLevelTests）とい

われ、読み書きのレベルの向上を目指したものといえる。しかし、８年生の試験は英

語、算数、サモア語、理科、社会にわたり実施するもので、初等教育修了試験になっ

ている。さらに、中等学校の最終学年の１１年生では上記の８年生の試験科目に加えて、

環境科学、商業、工業美術、家政科、農業の試・験が課せられる。その上、上級中等学

校修了時にサモア学校修了試験（SamoaSchoolCertificateExaminationssc）

が実施されて、高等教育機関への進学の資料にされている。

公立高校の管轄は、首都にある３校については政府（教育省）が直接に管轄するが

他の小学校については学校運営手引きと学校憲章（SchoolCharter）のもとに村学校

委員会（VillageSchoolCommittees）が学校運営に関わっている。公立の中等学校

（上級中等学校も含む）では地区学校委員会（DistrictSchoolCommittees）が学

校運営手引きと学校憲章によって運営している。

とはいえ、サモアの教育の背景にはマタイ制度があり、これにより上下関係の必要

性や助け合いの精神を中心とする家庭教育が日常生活の中で体得されている。それに

キリスト教による精神生活が加わり、奉仕活動が日常的に見られる。これはこの国の

大きな特徴の一つといえよう。家庭教育と社会における教育の機能が低下していると

いわれるわが国に大きな示唆を与えるものである。
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２.トンガの現状

トンガは国王が強大な力を有している王制の国で、日付変更線のすぐ西に位置する

４諸島大小１７０余りの島々からなる国である。２０００年の統計指標によると人口は

１９９８年現在約９万９千人で、毎年0.3％増加している。とすれば、現在の人口は約

１０万人といえよう。中心となる島は首都のヌクアロファのあるトンガタプ島とハアパ

イ島、ババウ島である。

１９７０年に独立し、主要民族はポリネシア系である。言語はトンガ語、英語でともに

公用語となっている。宗教は１９９６年の国勢調査で８６％がキリスト教であるがメゾジ

スト派４１％、カトリック１６％モルモン教が１４％である。識字率は同調査で９８．５％と、

ほぼサモアと同じ水準となっている。

政治体制は英連邦の一員で、立憲君主制となっているが、実態は国王が絶対的な力

をもって強力な中央集権体制をとっている。内閣は首相を含む６人の閣僚と立法議会

議長、ハアパイとババウの知事で構成されている。立法議会は議長、閣僚、９人の貴

族代表、９人の国民の代表が参加している。

教育の現状（出典は２０００年教育省報告）

学年度は３学期制で２月より１２月までとなっている。

学校数は小学校（６年）は合計１１７校で公立106校、私立１１校、中等学校（７年）は

合計３９校の中、公立８校で私立が３１校、他に中等学校後の教育機関として内容によ

り３カ月から３年の教育機関がある。中等学校は私立が多い点がサモアと対象的であ

るが、政府は私立中等教育段階で財政的援助をしている。その額は２００１年より一人

ｌＯＯＴ＄（トンガドル)で、２０００年までの５０Ｔ＄が倍増された。

就学義務は１９７４年の教育法で６歳から１３歳と明示されている。

教育は強い中央集権体制のもとに進められており、教育内容も１９８５年に設置された

地域開発訓練センター（CommunityDevelopment＆TrainingCentre-CDTC）

のカリキュラム開発部で作成され全国に示す体制となっている。多くの島を抱えるト

ンガでは遠隔地に対する教育が重要となるが、１９９２年にＣＤＴＣに設置された遠隔教

育・研究・情報センター（DistanceEducation,ResearchandCommunications

Centre）がビデオやコンピューターを使用した教育の開発を進めている。教育省の

局長は人工衛星を使用した教育を考えたいと話していた。

独立直後の１９７１年には初等教育に関するカリキュラム開発を始め、それに伴いそ

の定着度を確認するための試験制度も導入した。小学校６年の段階で中等教育入学試

験（SecondaryEntranceExam.）を受け、中等学校のＦｏｒｍ２，５，６，７年で試験を
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受けることになっている。この中、Ｆｏｒｍ６の終わりの試験は大平洋上級中等学校修

了証明（PacificSeniorSecondaryCertificate-PSSC)、Ｆｏｒｍ７はトンガ学校修

了試験（TongaSchoolCertificateExam.-ＴＳＣ）で、それぞれ以後の進路を左右

する重要な試験となっている。

教育の管轄は全国を８区に区分して地区教育事務所を設置し、事務所に視学、教育指

導主事を配置して学校を運営しようとしている。また、学校にはＰＴＡの組織があり学

校を支援する体制をとっている。

注目すべきはソロバンによる教育がなされている。２０００年には５５校で実施してお

り、競技会も開催されている。これは、国王が留学生（大東文化大学へ）を送り学ば

せた結果が紹介され、その後わが国からの海外青年協力隊員が教えているとのことで

あった。しかし、教育省の局長はソロバンの今後の普及に関しては批判的な発言をし

ていた。

王制のもと強力な集権体制をとるトンガは、現在の国王（ツポウ４世）が健在な間

はこの体制を維持すると思われるが、国民の中には王制に対する批判を述べる者もあ

り、高齢な国王の後には種々の問題が予想される。

３．フィジーの現状

フィジーは１９７０年に英国より独立し、英連邦３０番目の加盟国になった。国は大小

320以上の島（３分の２は無人島）から成り立っているが、中心は首都スバや観光地

ナンディのあるビチレブ島である。

国の人口は８０万人弱で、フィジー人５０％、インド系フィジー人４３．５％で、この２

大勢力が社会不安をもたらす要因といわれている。２０００年にクーデターが発生し、

２００１年に総選挙が国連監視団のもとで実施されたのも、これが要因であることは一

致した意見である。

公用語は英語であるが、国民はフィジー語を日常生活で使用している。宗教はキリ

スト教５２％、ヒンズー教３８％、イスラム教８％となっており、サモアやトンガ同様

に街中では教会が目立っている。

政治体制は２院制をとり、上院は議席３４で大統領が任命して任期は４年である。

下院は議席数７０で人種別に選挙する権利が認められ、任期は５年となっている。首相

は選挙で勝利した党首にかかわらず大統領が指名する憲法の規定があることは、上記

２大勢力との関連で注目すべきである。

-69‐



教育の現状（出典は１９９９年教育省年報、2000年教育審議会報告）

学年度は３学期制で１月より１２月までとなっている。

学校数は就学前段階（Pre-School）の施設が認められているものは４９４あるものの

運営されているものは３７９施設となっている。運営はニュージーランドの政府開発援

助により運営されている。小学校は７００校あるが、公立は僅か２校しかなく、他は教

会などの団体や地域が委員会を設置して運営する学校（CommitteeSchool）である。

中等学校は１５３校あるが、その内訳は下級中等学校（JuniorSecondary）でForml

から４までの学校２２校、中等学校（SecondarySchool）でＦｏｒｍｌから６または

Ｆｏｒｍ３から６までの学校が８０校、Ｆｏｒｍｌから７あるいはＦｏｒｍ５から７の学校が

５１校となっており多様なものとなっている。公立・私立の別では公立は僅か１２校と

なっており、小学校同様に公立は非常に少ない現状で、この国の大きな特色となって

いる。その他教員養成学校が４校（公立２校）、職業教育学校が40校（公立５校）、

さらにこの地域１２ヵ国で共同経営する南太平洋大学（UniversityofSouthPacific）

の主キャンパスがある。

義務教育は１９９７年の「義務教育令」（CompulsoryEducationOrder）で６歳か

ら１５歳と決めているが、９地区（District）で順に施行しているため、２０００年現在

まだ全国で実施されていない。

この国では多くの学校が教会や地域団体によって運営されているため、教育省は試

験を多く実施することにより、教育の結果を確認しようとしている。すなわち、小学

校６年終了時に実施する中間試験（IntermediateExam.）、１５歳終了時に実施する

８学年試験（ＥｉｇｈｔｈＹｅａｒＥｘａｍ.）、下級中等学校終了時の下級中学修了認定試験

（JuniorCertificateExam.）、Ｆｏｒｍ６終了時の学校修了認定（SchoolLeaving

Certificate）、Ｆｏｒｍ７終了時の試験（SeventhFormExam.）がある。

教育の管轄は中央では24名から成る教育フォーラムが教育全般にわたる提言を教育

大臣に提出して改革を進める体制をとっている。また、公立の中学校では７名から８名

により構成される教育委員会（TheBoardofGovernors）が、小学校では地域社会

で通常６名から７名で構成する学校経営委員会（SchoolManagementCommittee）

を設置して管轄する体制をとっている。とはいえ、教育省は教員の養成・確保とカリ

キュラムに関しては責任をもっており、全国共通のカリキュラムで教育活動が実施さ

れることになっているが、実態は種々の問題を抱えていると言えよう。

南太平洋大学に関しては、他の機会にしたい。

以上、３ヵ国の教育の現状を紹介したが、更なる検討については他日に譲りたい。
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【書評】石附実・笹森健編

オーストラリア・ニュージーランドの教育

悪玲子

(東京工芸大学）

く本書の特徴＞

本書は、執筆者１６名により、それぞれの研究分野からオーストラリア・ニュージー

ランドの教育について観察、研究した内容が包括的に記されたものである。教育はそ

の国の基盤となっている国民性や現在に至るまでの歴史、社会背景を知らずして、理

解できない。これらの概説が有った上に、この地域の教育を就学前から高等教育に至

るまで体系的に論じる。

本書の特徴として、第１部ではオーストラリアの教育について。その国の教育理念

の変遷を時代を追って展開する。各州の多様な教育制度や、変化を続ける高等教育の

様子、特色ある教育として、広大な国ならではの遠隔教育、あるいは、移民の為の言

語教育、先住民一アボリジニー等の教育、多民族社会、多文化教育への構築と、その

実践などを論じる。さらに、私立学校、独立学校や、カトリック系学校の現状解説、

そして、最後に継続教育として、職業教育・訓練、と成人のコミュニティー教育を論

じる。これらが６章にわたり詳しく、現状と問題点等を挙げ考察する。

第２部はニュージーランドの教育について。オーストラリアと同様な章の展開で、

近年の教育改革・理念の動向や、地域・民族に対応した教育制度、内容を論じ、高等

教育、職業教育、資格制度、中央教育行政制度、学校評価を論じ、オーストラリアと

比較しやすい。最後に先住民尊重の教育、マオリ語・大平洋諸国島民言語教育や、就

学前教育等を取り上げ興味深く、日本への示唆も大である。

第３部は視点が変わり、現場内からの観察、研究内容になる。オーストラリアで実

際に活躍している研究者が、教育実践を通して論述する。外部から分からない点など

も含め、日豪の比較ができ興味深い。以上３部からなる本書は、わが国に対する示唆

も多大で、両国の教育全貌を論じた有益な参考文献である。

＜本書の概要＞

構成は、次の３部からなり、以下の通りである。
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序章オーストラリア・ニュージーランド教育の土壌

第１部オーストラリアとその教育一「階上の国」日本から見る－

第１章オーストラリアの概観

第２章１９８０年以降の教育改革の理念と動向

第３章多様な各州・直轄区の学校教育制度

第４章一元化された高等教育制度

第５章地域主体の教育行政制度

第６章特色のある教育

第２部ニュージーランドの教育

第７章ニュージーランドの概観

第８章１９９０年前後の教育改革の理念と動向

第９章独自の体制を維持する初等・中等教育制度

第１０章特色の明確な高等教育制度

第１１章教育行政制度

第１２章特色ある教育

第３部学校とその教育の実態

第１３章個を重視した初等・中等学校の現状

第１４章変化の中にある大学教育の現状

第１５章問題も多い日本語教育の現状

あとがき

オーストラリアの教育年表

ニュージーランドの教育年表

「オセアニア諸国の教育」に関する和文文献リスト

＜若干のコメント＞

オーストラリア。オーストラリア・ニュージーランドについて非常に分かりやすく説明されていて、

かつ多面的な情報が得られる点で、単なる解説書というより、コンパクトな百科事典

として机上に一冊は欲しい本である。今後の日本の教育にも示唆を与えるものであり、

この分野の研究者ばかりではなく両国に興味のある全ての人に推薦する。

（東信堂・２００１年．２８００円）
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【オセアニア教育学会情報】

○オセアニア教育学会活動報告

○オセアニア教育学会会則

○オセアニア教育学会選挙管理規定

○『オセアニア教育研究』編集委員会規定

○『オセアニア教育研究』執筆要領
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○オセアニア教育学会2001年度活動報告

2000年１２月９日オセアニア教育学会第４回研究発表大会・総会

於芝学園中学校・高等学校

○総会

○講演「ニュージーランドの教育制度」

中西麻美子氏（ニュージーランド大使館商務部）

○研究発表３本

○シンポジウム「日本とオセアニア地域の教育交流一中等教育レベルの現状と課題」

２００１年１月１９日

２００１年４月２０日

オセアニア教育学会理事会

於青山学院大学笹森研究室

オセアニア教育学会ニュースレター第８号発行

2001年６月２日オセアニア教育学会理事会

２００１年６月２５日

２００１年７月７日

２００１年９月２１日

笹森会長大阪日豪協会、神戸日豪協会に出向き第５回大会開催

に関し協力を要請。

同日、兵庫大学に出張、第５回大会開催のお願いと挨拶。

オセアニア教育学会理事会

於青山学院大学笹森研究室

オセアニア教育学会ニュースレター第９号発行

2001年９月２９日オセアニア教育学会理事会

於青山学院大学笹森研究室

２００１年１０月６日紀要『オセアニア教育研究』（第８号）編集委員会

２００１年１０月２６日オセアニア教育学会ニユースレター第１０号発行

２００１年１２月１日オセアニア教育学会理事会

於青山学院大学笹森研究室
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オセアニア教育学会第４回大会報告

芝中学校・芝高等学校坂詰貴司

オセアニア教育学会第４回大会は２０００年１２月９日（土）・１０日（日）の２日間

東京の芝中学校・芝高等学校で実施された。

当日は会員と一般をあわせて、約６０名の参加があった。

日程は以下の通りである。

９日（土）

１５：００～１５：４０「オーストラリア発見」の紹介

１５：４０～１７：３０シンポジウム

１８：００～２０：００懇親会

１０日（日）

１０：００～１１：００総会

１１：００～１２：００講演

１２：００～１３：００昼食

１３：００～１５：００研究発表

１「オーストラリア発見」の紹介

豪日交流基金事務局長のテリー・ホワイト氏により同基金制作のビデオ「オースト

ラリア発見」を紹介し、一部を上映した。

このビデオは全国の中学校に無償で配布されたものであるために、今回初めて知った

参加者も多く、宣伝に少しはお役にたてたことと思われる。

なお参加者にはビデオを配布した。

２シンポジウム

「日本とオセアニア地域の教育交流一中等教育レベルの現状と課題」と題してシン

ポジウムが開催された。今回は高等学校で大会が行われるということで何か特徴のあ

る催し物として実施したものである。

目的はオセアニア地区と修学旅行・短期語学研修・姉妹校などで関係がある中学校

・高等学校関係者の情報交換の場を提供したいということからである。

パネリストは以下の４名であった。

啓明学園中学校・高等学校

千葉県立成田国際高等学校

北鎌倉女子学園高等学校

豪日交流基金事務局長

司会

国際教育部主任久保敦氏

教諭 福水勝利氏

教諭 田辺励生氏

テリー・ホワイト氏

今井信光会員
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１．

２．

３懇親会

開催校の近所にある機会振興会館６階会議室で実施された。カンタス航空より提供

のオーストラリアワインによる乾杯のあと、４０名近い参加者が短い時間ではあった

が、様々な意見交換をすることができた。

４総会

笹森健会長の挨拶の後、議」

が満場一致で指名された。

議事の内容は以下の通りである。

議長として国立教育研究所研究協力者の福本みちよ会員

2000年度活動報告

紀要編集員会報告

西谷茂委員長より編集経過の報告。

選挙管理委員会報告

任期満了に伴う新役員の選挙が２０００年１０月に実施された。

海野士郎委員長よりその結果が以下のように報告され、承認された。

会長：笹森健（青山学院大学）

理事：石附実（京都女子大学）

海野士郎（茨城キリスト教学園シオン短期大学）

坂詰貴司（芝中学校・芝高等学校）

今井信光（渋谷教育学園渋谷中学校．高等学校）

出光直樹（桜美林大学）

2000年度決算報告について

今井信光会員、恵玲子会員による監査報告がなされ、承認された。

２００１年度活動計画について

２００１年度予算について

来年度開催校について

兵庫大学と決定した。

開催校を代表して西谷茂会員の挨拶があった。

その他

それぞれの高等学校における事例を紹介しながら、現場関係者と研究者が議論するこ

とができた。

このような機会が少ないだけに、今後の発展に期待したいと思う。

３．

４．

■
●
■

戸
●
《
辺
》
《
垂
【
配
》
『
三
”
口
。

８．
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５講演

ニュージーランド大使館商務部留学担当の中西麻美子氏による「ニュージーランドの

教育制度」と題する講演が行われた。現状に関する熱心な講演の後、活発な質疑がな
された。

６研究発表

筑波大学の佐藤博志会員の司会で、発表者は以下の３名であった。発表者と題目は以
下の通りである。

○クインズランド州における公立学校教育と教員養成の現状

小山内洗（北海道教育大学釧路校）

○ニュージーランドにおける学校評価システムについて

福本みちよ（国立教育研究所研究協力者）

○オーストラリアのホームスクーリング研究試論

一南オーストラリア州を中心に－

笹森健（青山学院大学）

今回は大学院生レベルの若手の発表がなかったことは残念であり、来年以降に期待し

たいと思う。

７総括と今後の展望

・開催にあたり、以下のような東京地区の高等学校の会員３名が協力して、準備から

運営までを担当した。

高橋通泰（お茶の水女子大学付属高等学校）総合司会担当

今井信光（渋谷教育学園渋谷中学校・高等学校）シンポジウム司会担当

坂詰貴司（ 芝 中 学 校 ・ 芝 高 等 学校）総務担当

今後高等学校で開催する場合に参考にしていただければ幸いである。

･今回より大会参加費をお願いすることになった。

当会の財政状況を考えると今後も必要かと思われる。

・希望者に昼食を販売し、会場と同じ場所で意見交換をしながらの昼食は、懇親会と

は違った雰囲気で有意義であった。今後も続けていただければと思う。

･会員とは別に中学校・高等学校に案内状を送付し、その結果20名ほどの一般参加が

あった。今後も一般の方々に対して当学会を宣伝していきたいものである。
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みなさんのご協力の結果、何とか高等学校で大会を実施することができた。

慣れないことで様々な不備があったことと思うが、この場を借りておわびしたい。

今後もたまには高等学校で実施してはいかがでしょうか。またお忙しい中、外務省

大洋州課長宮島昭夫氏も駆けつけて下さった。今後はより一層外務省や各大使館との

関係強化ができればと思われる。

そして当日公開された松本浩次郎会員が作成したホームページは、手続きの不備で

未だネットワーク上で公開されていません。一日も早い公開を期待したい。

最後になりましたがお手伝いとして青山学院大学笹森ゼミのみなさんや芝高等学校

の卒業生、あわせて１５人ほどの方々に協力していただいた。またオーストラリア大使

館、ニュージーランド大使館、カンタス航空から様々なご支援をいただいた。

この紙面を借りてお礼を申し上げたい。ありがとうございました。
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第１章総則

第１条本会はオセアニア教育学会（SocietyforOceanianEducationStudies）と

称する。

第２条本会はオセアニアの教育に関し学術的に研究し､かつ教育現場の理解に努め、

もって日本とオセアニア諸国の相互理解及び交流を深めることを目的とする。

第３条本会は前条の目的を達成するために以下の事業を行う。

１．総会及び研究会の開催

２．研究年報または会報の発行

３．その他本会の目的達成に必要な事業

第２章会員

本会の目的に賛同し､オセアニアの教育に関心を持つ者をもって会員とする。

本会の会員になるためには入会申込書を提出しなけれはならない。

会員は会費を負担するものとし会費は年額5,000円(学生3,000円:団体8,000

円）とする。

会員のうち３年間にわたって会費納入を怠ったものは､本会から除籍される。

条
条
条

４
５
６

第
第
第

第７条

第３章役 員

第８条本会の事業を運営するために次の役員をおく。役員の任期は２年とする。

但し、重任を妨げない。

会長１名理事７名（但し、事務局長１名、編集委員長１名を含む｡）

監 査 ２名

第９条１）会長は総会にて選出し、本会を代表するものとする。

２）理事は会員の互選により選出する。欠員が生じた場合、直ちに補充する。

３）監査は理事会の議を経て会長が委嘱する。

４）事務局長は理事会の議を経て会長が委嘱し、理事に加える。

５）編集委員長は、理事会の議を経て会長が委嘱し、理事に加える。

６）事務局長は、事務局員を委嘱することができる。

第４章総会及び理事会

第１０条総会は本会最高議決機関であって年１回これを開催し､重要事項を決定する。
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第１１条理事会は会長及び理事によって構成し、本会の重要事項を審議する。

第１２条

第１３条

第５章会計

本会の経費は会員の会費、その他の収入をもってこれにあてる。

本会の会計年度は毎年１０月１日に始まり、翌年９月３０日に終わる。

第６章雑則

第１４条本会の事務局は、当分の間、北海道恵庭市黄金町196-ｌ北海道文教大学

第１５条

第１６集

伊井研究室におく。

本会則の改正は総会の決議による。

本会を運営するのに必要な細則は理事会が定め、総会に報告する。

附則

本会の会則は、平成５年１２月４日より施行する。

附則

本会の会則は、平成６年１２月３日より施行する。

附則

本会の会則は、平成７年１２月９日より施行する。

附則

本会の会則は、平成９年１２月６日より施行する。

附則

本会の会則は、平成１０年１２月１２日より施行する。
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○オセアニア教育学会選挙管理規程

オセアニア教育学会役員選出に関する規定を次の通り定める。

（目的）

第１条この規程は、オセアニア教育学会における役員の選出が、公明かつ適正に行

われることを意図し、本会の健全な発展に寄与することを目的とする。

（役員選出の方法）

第２条役員の選出は会員全員の選挙により行う。

（選挙事務の管理運営）

第３条役員の選挙については、選挙管理委員会が管理運営するものとする。

（選挙管理委員会）

第４条１.選挙管理委員会は、会長が会員の中から指名し３名の委員で構成する。但

し、理事１名を含むものとする。

２.選挙管理委員会には選挙管理委員長を置く。委員長は委員の互選とする。

３.委員の任期は、２年とする。

４.選挙管理委員会は、投票日の公示、投票の方法、その他選挙に関し特に必

要と認める事項を選挙人に周知させるとともに、棄権防止に対して適切な

措置を講じなければならない。

（選挙権）

第５条会員は全てその権利を有する。

（被選挙権）

第６条会員は全てその権利を有する。

（選挙人名簿の作成）

第７条オセアニア教育学会会員名簿をもって代用する。

（選挙期日）

第８条選挙日の設定及びその他選挙に関する日程の作成は選挙管理委員長が公示

する。

（定例選挙）

第９条役員の定例選挙は、その任期終了前２か月以内に行う。

（臨時選挙）

第１０条前条に定める定例選挙以外に、選挙管理委員会が必要と認める事態が生じた

場合には、臨時選挙を行うことが出来る。

（投票）
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第１１条1.選挙は、投票によって行う。

２.投票は、会長については一人１票に限る。

３.投票は、理事については一人５名以内連記の１票に限る。

（投票用紙の様式及び作成）

第１２条１.定例選挙における投票用紙、別表第１号様式とする。臨時選挙における投

票用紙の様式については、その都度選挙管理委員会が定めるものとする。

２.投票用紙は、選挙管理委員会が作成する。

（投票の方法）

第１３条投票は全て郵送とし､宛先はオセアニア教育学会事務局内選挙管理委員会と

する。

（開票立会人）

第１４条選挙管理委員会は、開票に際し、選挙人の中から開票立会人１名を公募しな

ければならない。

（開票事務）

第１５条開票に関する事務取扱いは、選挙管理委員会が行うこととし、前条の開票立

会人が開票事務に立ち会う。

（開票の場所及び日時の決定）

第１６条１.選挙管理委員会は、開票立会人の立会いの上、投票総数を点検しなければ

ならない。

２.投票の効力は、選挙管理委員会が決定しなければならない。その決定に

あたっては、第１７条の規定に反しない限り、その投票を有効とする。

（無効投票）

第１７条以下の投票は、無効とする。

１.正規の用紙が用いられていないもの。

２.被選挙権の無い者の氏名が記載されたもの。

３.投票が締め切られた日の翌日以後の日付で郵送されたもの。

４.第１１条に違反したもの。

附則この規定は平成８年１２月７日より有効とする。

附則この規定は平成９年１２月６日より有効とする。
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○『オセアニア教育研究』編集委員会規程

1．編集委員会は、若干名の編集委員をもって構成し、紀要（『オセアニア教育研究』）
の編集・発行に当たる。

2．編集委員長（以下、委員長）は編集担当理事とする。編集委員長は編集委員会を

招集し、論文審査その他紀要発行に必要な事務を行う。

3．編集委員の選出は理事会が行う。

4．編集委員の任期は１期２年とする。ただし、重任を妨げない。また、１期ごとに若

干名を交代する。

5．論文の審査・執筆については別に定める。

６．本規程の改正は編集委員会の出席者の２分の１以上の同意により提案され、理事会

の承認を得るものとする。

附則本規程は、１９９７年１２月６日から施行する。
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『オセアニア教育研究』執筆要領

(1)名称：『オセアニア教育研究』（JournalofOceanianEducationStudies）とする。

(2)発行：原則として、年１回、毎年１２月１日をもって発行する。

（３）編集内容：オセアニアの教育に関する研究論文、現場報告、書評等を掲載する。

(4)執筆要綱：

1．原稿形式

・投稿はワープロまたはコンピュータで作成、印刷されたものとする。

・用紙はＢ５，縦置き横書きとし、枚数は、図表、注を含めて１２枚以内とする。

・上部余白２０ミリ、下部余白２５ミリ、左余白２５ミリ、右余白１９ミリとする。

右余白は揃える。

・フォントは明朝体、フオントサイズは１０、行間隔は１．５とする。（フオントサイズ

を指定できない場合は、３８字×３３行、英文等は半角とする｡）

・図表は張り付けてもよい。

・ベージ番号は入れない。

2．統一表記

・節の表記は、１，２，３，…、小節の表記は、（１）（２）（３）…･とする。

・注番号は上付き片かっことする。

・邦文の論文名には「」、書名・雑誌名には『』を付ける。

・英文等の論文名には“”、書名・雑誌名はイタリックにする。（イタリヅクが不可

能な場合は、下線を引く。）

・文献の表示は、次の通りとする。

著者外国語著作で複数の場合はアルファベット順にする。

題名論文の場合は論文名の後に雑誌名、巻号数を入れる。

出版社名国外出版の場合は国名もしくは都市名も入れる。

出版年報告書等の題名に年号がついていても出版年は必ず入れる。

3．論文提出

・投稿希望は３月末日で締め切り、論文提出は４月末日を締め切りとする。

・投稿希望、論文提出先：

〒061-1408北海道恵庭市黄金町196-1北海道文教大学伊井研究室気付

オセアニア教育学会紀要編集委員会（FAXO123-34-0057）

．なお、原稿形式や表記が統一されていない原稿は再提出させていただくこともあ

ります。次のページを参考にして原稿の作成をお願いいたします。
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題名

一副題一

氏名

所属

はじめに

「はじめに」を入れる場合は節に入れない。同じく「おわりに」を使用する場合も

題目に数字を入れない。題名、副題、「はじめに｣、「おわりに」は太文字にする。

１．節の題目

(1)小節の題目

節の題目は太文字にするが、小節は太文字にしない。なお、表や図を使用する場合

は、以下のように表題、出典を明記する。

表１州別学校数（1995年）

初等教育 中等教育 高等教育

Ａ州 200 100 2０

Ｂ州 9０ 4０ 10

（出典：MinistryofEducation・比/Ucati”ｊ〃Ｃｂ叩”Ｃ､1993,ｐ､16）

〔注〕

1）Leger,C､,＆Roman０，J・P．“BootstrapAdaptiveEstimation：TheTrimmedMean

Example.,’筋ｅＣａ"adja〃ＪｂｕｍａノOfStatjstjcs，ノ8.1990,ｐ､299.

2）Barcan,Alan．Ａﾉｿjsto〃OfAustﾉ､a〃a〃EﾛUcatj”・Melbourne：OxfordUniversity

Press,1980.

【参考文献】

U､Ｓ・SecuritiesandExchangeCommission．Ａ”uaノHeportof幼eSecuI､jtjeSa"ｄ

庫cﾉｳa"geCbm"isjo〃fbI､幼eFjscaノyeaI，、Washington，，.Ｃ､：GovernmentPrinting

Office，1983．

Boyd,WilliamLowe，＆Ｓｍart,Don,eds．ＥﾛIjcatj”aノＰＣ〃〃j〃Austm〃ａａ"ＧＭ"erjcaf

CbmpamtivePerSpectjves・ＮｅｗＹｏＩ､k：FalmerPress，1987.
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紀要編集委員会

委員長幸野稔（秋田大学）

委員海野士郎

西谷茂

福本みちよ

笹森健

(アレン国際短期大学）

(兵庫大学）

(国立教育研究所研究協力者）

(青山学院大学）

編集幹事梅沢比芙美・武藤佳代子

英文校閲フオンス智江子（国士舘大学非常勤）

編集後記

今回の採用論文は４篇ともオーストラリアをテーマとしたものだが、幸い研究ノー

トとして南太平洋の島国が取り上げられ、また『オーストラリア・ニュージーラン

ドの教育』の書評がいただけたことによって、紀要全体としてバランスの取れたもの

となづたことは喜ばしい限りである。なお書評の対象となった著書は、この分野に関

するわが国初の概説書として本年６月に刊行された。笹森会長と石附会員を編者とし

て、本学会会員の共著によるこのような力作が刊行されたことに、心からお祝い申し
上げたい。

採用論文は、いずれも立論・論証ともによくまとまった優れた論文と評価された。

語句等の細部について出された多少の修正意見にしたがって各執筆者から完成原稿が

提出され、無事出版の運びとなった。ここに至るまでに会長を始めとする編集委員会

の皆様からいただいたご協力とご支援に深甚なる謝意を表する。

アメリカ合衆国を襲った同時多発テロは、異文化の共生や異なった価値観への寛容

という課題が容易なものではないことを実感させてくれた。事件直後の国際便のフラ

イト停止が、北米のみならずオセアニアや日本を含む環太平洋地域全体に及んだこと

から、グローバリゼーションの影の部分の存在を思い知らされたのである。こういう

時にこそ異文化理解教育に取り組むことの重要性が強調されるべきだというメッセー

ジを、知人のオーストラリア・グリフィス大学のイングラム教授からのＥメールの中

に見出して、本学会の存在意義についてあらためて考えさせられた。新世紀の初頭に

当たって、本学会と本紀要が上記の課題を含むオセアニア教育の諸課題によりいっそ

う取り組んで、さらに研究を発展させていくことを願うものである。

（編集委員長幸野稔）
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